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野 

高齢者の保健事業 

保健・介護予防・医療の一体化を目指して 
 

石崎 達郎 
東京都健康長寿医療センター研究所 福祉と生活ケア研究チーム 

 
 
１．あらためて「健康寿命」とは 

健康寿命の延伸は、健康日本 21 (第二次) 
における主要目標である (図 1)。平均寿命

とは、0 歳の平均余命のことで、平均余命は

「ある年齢の人が平均あと何年生きること

ができるのか」を示す指標である。そして、

0 歳の平均余命が平均寿命である。 
平均余命の「生きていること」を「健康で

いること」に置き換えたのが「健康余命」で、

0 歳の健康余命は「健康寿命」と呼ばれてい

る。平均寿命では「生きている状態」の質を

考慮しないが、「健康寿命」では、健康とい

う質を評価するため、健康をどのように定

義するかで評価方法は異なる。 

 

健康日本 21 で取り上げる「健康寿命」は、

3 つの定義がある。第一は、「日常生活に制

限のない期間」で、国民生活基礎調査のデー

タから健康寿命を計算する。第二の定義は、

「自分で健康であると自覚している期間」

で、こちらも国民生活基礎調査のデータか

ら計算する。この二つはどちらも、主観的に

とらえた健康状態に基づいている。そして

第三の定義は、介護保険制度の要介護認定

の結果を使っており、「自立、要支援１・２、

要介護１」を「健康」と定義していることか

ら、これは客観的に評価された健康状態に

基づいている。 
「健康寿命の延伸」を解釈するには、アメ

受付 2019.3.11 受理 2019.3.12 

〒173-0015 東京都板橋区栄町 35番 2号 

図 1. 健康日本 21 (第二次):健康寿命の延伸 
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リカの Fries が提唱した「障害期間の短縮

仮説 (compression morbidity hypothesis)」
1-2) を理解する必要がある。Fries によると、

障害期間が短縮する速度は、平均寿命が伸

びる速度より速いため、平均的にみれば、障

害が発生して障害と共に生活する期間は短

縮すると考えられる。 
図 2 は平均寿命と障害期間との関係を示

している。例えば、平均寿命が 80 歳で、平

均的な障害の発生時期が 71 歳の集団では、

平均寿命のうちの 9 年間が、障害を抱えて

過ごす期間となる。この集団の平均寿命が

85 歳まで伸びたとした場合、障害期間につ

いては次の 2 つシナリオが考えられる。 
シナリオⅠは、障害が発生する年齢は以

前のまま (71 歳) で平均寿命のみが延長す

る場合である。ここでは、平均寿命の伸びと

ともに障害をもつ期間も延長してしまうた

め 、「 障 害 期 間 の 延 長  (extension of 
morbidity)」となってしまう。 

次のシナリオⅡは、平均寿命が伸びるな

か、それより速い速度で障害発生時期が遅

延する (78 歳)。この場合は「罹患期間の短

縮 (compression of morbidity)」となり、障

害を抱えて生活する期間は相対的に短くな

る。 
Fries は、高齢社会では、単にどれくらい

長く生きていられるかではなく、余命のう

ちの障害のない期間を重要視している。健

康増進活動の目標は、生活習慣の改善によ

って、慢性疾患 (生活習慣病) の罹患発生を

遅らせ、その結果、障害をもって過ごす期間

を短縮することで、障害のない活動的な時

期を延長させることであると主張した。

Fries によって障害期間の短縮仮説が発表

されてから 40 年近くが経過したが、この仮

説は、高齢期における健康づくりの意味と

目標を示す概念として現在も重要である 3)。 
 
２．健康余命の推計 

われわれは、長野県佐久市の高齢者の追

跡調査データを使って、65 歳の健康余命を

推計した 4)。ここでは、日常生活動作 (ADL)、
手段的日常生活動作 (IADL) が自立状態

にある場合を「健康」と定義した。調査対象

者は 1992 年に佐久市に住民登録していた

65 歳以上の全員 (10,932 人) である。1992
年に実施した ADL と IADL の自立状況調

査において、有効回答が得られた者 
(10,098 人) を対象に、翌年同時期に追跡調

査を実施し、9,533 人から有効回答が得られ

た。この一年間の ADL・IADL の自立状況

の推移を使って、健康余命を推計した。 
平均余命は、性・年齢別の死亡率を用いて

生命表法で計算するが、厚生労働省が計算

している健康寿命 (余命) は、自立者割合、

非自立者割合、死亡率を用いている。 
佐久市調査における健康余命の推計法は、

追跡研究データを用いており、非自立者の

出現割合 (推移確率) を用いて生命表法で

計算した (図 3)。推移確率を使った健康余

図 2. 障害期間の短縮仮説 1-2) 
図 3. 健康生命表における健康状態の推移

パターン 
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命の推計は、研究が発表された初期のころ 
(1980 年代、90 年代初め) は、健康状態の

推移は3通り (自立→非自立、自立→死亡、

非自立→死亡) と、健康状態は悪化するこ

とだけを設定していた (double-decrement
法)。しかしその後、非自立から自立に改善

する者が無視できない程度に存在すること

が明らかとなった。この改善を考慮しない

と健康余命が過小評価されてしまうことか

ら、推移確率を用いて健康寿命を推計する

場合は、「非自立→自立」を含めた 4 通りの

推移確率を用いることになっている 
(increment-decrement 法)。 

長野県佐久市の 65 歳以上の高齢者を対

象に、ADL と IADL のそれぞれについて、

各年齢における自立期間 (健康余命) の計

算した (表 1)。65 歳の男性では、平均余命

が 17.3年、ADLが自立している期間は16.0
年、IADL の自立期間は 12.8 年であり、女

性では、平均余命は 20.7 年、ADL の自立

期間は 18.9 年、IADL では 14.6 年であっ

た。 
平均余命が長くても、自立期間が短い場

合は、余命の質は低いと考えられる。そこ

で、平均余命に占める自立期間 (健康余命) 
の割合が重要な情報となる。佐久市の 65 歳

の男性では、平均余命のうち ADL 自立期間

は 92.8％を占め、IADL では 74.1％、女性

ではそれぞれ 91.2％と 70.4％であった。余

命の 9 割以上は ADL が自立状態にあった

が、IADL 自立期間は余命の 7 割程度であ

り、改善の余地が大きいと考えられる。 

 
３．多病とは 

高齢社会では、単にどれくらい生きてい

られるかではなく、余命のうちの障害のな

い期間が重要であり、生活習慣の改善によ

って、慢性疾患 (生活習慣病) の罹患発生を

遅らせることが重要であることを先述した

が、75 歳以上の後期高齢になると、複数の

慢性疾患を抱えている者が多くなる。この

「疾患が複数存在している状態」を多病 
(multimorbidity) と呼んでいる 5)。ただ、

どの疾患を多病に含めるのか、また、何種類

以上の疾患が併存している場合に多病とす

るのか、その定義は定まっていない。 
併存疾患を表現する場合、一般的に、合併

症と併存症の二種類がある (図 4)。合併症

は「研究で設定した指標となる疾患を有す

る患者の療養経過中に別途発生した症状・

疾患」と定義される。一例として、大腿骨頸

部骨折で入院した高齢患者が、入院中、長期

臥床を強いられたため、褥瘡や肺炎を発症

した場合、これらは大腿骨頸部骨折の合併

症と位置付けられる。他方、併存症は、同時

に存在している疾患を指す。この「同時」の

評価はいろいろであり、一時点で同時に存

在している場合や、一時点での重なりは無

くても、ある一定期間内に抱えていた疾患

が複数あれば、「同時」に存在していたとみ

なす場合もある。 
多病の存在は、さまざまな問題のきっか

けとなる。BMJ の総説 8) によると、多剤処

方の原因、ケアの複雑化、患者や医療者側に

図 4. 多病 (multimorbidity) とは 6-7) 

表 1. 佐久市における健康余命の推計結果 
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検査、治療、服薬指導等における診療上の負

担が生じる。また、生活機能障害を起こしや

すく、生活の質が低下しやすいと考えられ

ている。疾患が増えると、当然ながら、医療

サービスの利用が増える。 
複数の疾患を管理するために、別々の医

療機関で医療を受ける場合は、医療機関の

間で診療情報の共有が難しくなる。また、退

院後に外来診療を受ける場合、反対に、外来

診療から入院医療に切り替わった場合、そ

れまでの診療情報が共有されていないと、

多くの疾患を抱えている高齢患者では、治

療の連続性や連携がうまくつながらず、ケ

アの調整が低下するために、医療の質が低

下することがしばしば認められる。 
高齢化が進む現在、多病に対応可能な保

健医療システムの構築が必要であり、その

為には、地域ベースで、多病の実態把握が可

能なシステムの構築が必要である。アメリ

カ連邦政府は、2009 年に多病に対応するた

めの医療政策・戦略枠組みをまとめ 9)、俗に

オ バ マ ケ ア と 呼 ば れ て い る Patient 

Protection and Affordable Care Act の中で、多

病を抱える患者の医療の継続性の保証が盛

り込まれている。これを受けて、アメリカの

公的医療保険 Medicare では、2013 年には

退院時の移行期ケア在宅療養のフォローア

ッププログラムが、2015 年には複数の慢性

疾患に対する疾病管理モデルが保険対象と

なった。しかし、これらのプログラムは診療

報酬が決して高くないため、実施件数は低

いレベルにとどまっている 10)。 
 
４．地域における多病の実態把握の必要性 

わが国においても、地域ベースで多病を

把握し、複数の慢性疾患の包括的管理を促

す保健事業を創設し、疾患の重症化を予防

する必要があると考える。厚労省の患者調

査では、2008 年から、メタボリック症候群

の中核となる高血圧、糖尿病、脂質異常症の

3疾患を対象に、併存疾患が集計されている

が、高齢患者では内科系以外の眼科や整形

外科疾患も有病率が高いため内科系、外科

系疾患を含め、高齢患者に多い様々な疾患

を対象に、多病を把握する必要がある。 

そこで、われわれは、東京都後期高齢者医

療広域連合の医科レセプトデータを使用し

て、多病の実態を把握した 11)。 

使用したデータは、東京都後期高齢者医

療の平成 25 年 9 月から平成 26 年 7 月のレ

セプトデータ (医科、調剤) で、有病割合

は平成 26 年 9 月 25 日時点の被保険者数を

分母に用いた。今回の分析では、後期高齢者

に多い重要な疾患 (表 2) として、薬物治

表 2. 多病の実態把握 (東京都後期高齢者医療広域連合医療費分析)：後期高齢者に多く

認められる重要な慢性疾患のうち、薬物治療を受けていると容易に考えられる 8 疾患を

対象とした 
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療を受けていることが判定可能な 8 疾患 

(関節症・脊椎障害、高血圧症、骨粗鬆症、

脂質異常症、胃・十二指腸潰瘍、糖尿病、認

知症、白内障・緑内障) を対象とした。初

めに対象疾患名のあるデータを抽出し、次

に、各疾患の薬物治療で用いられる医薬品

の処方があるデータを選択した。 

図 5 に示すとおり、75 歳以上の者で、8

種類の疾患のうちの一つでも抱えていた者

は全体の 86％にのぼっていた。疾患別には、

最も有病率が高かったのは高血圧症 

(58.6%)、次いで潰瘍性疾患 (41.0%)、脂質

異常症 (32.6%)、関節症・脊椎障害 (28.6%) 

の順であった。性別にみると、男女間で有病

率に 10 ポイント以上の差が認められた疾

患は、関節症・脊椎障害と骨粗鬆症で、どち

らも女性の方が高かった。 

それぞれの疾患を基準疾患とした場合、

もう一つの疾患の併存状況を把握した (表

3)。どの基準疾患においても、有病率の高い

後期高齢者（約135万人）の86％はいずれかの慢性疾患を治療
している
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出典：平成26年度東京都後期高齢者医療広域連合「医療費分析等報告書」

図 5. 疾病別治療患者の割合 (有病率) 

表 3. 東京都の後期高齢者における 2 疾患の併存状況 
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高血圧や潰瘍性疾患との併存割合が高かっ

た。認知症 (115,789人) を基準疾患とし

た場合は、各種疾患の併存疾患を併発して

いる割合は、他の基準疾患の場合よりも少

ない傾向にあった。具体的には、基準疾患が

認知症の場合の高血圧の併存割合は 59.8％

であったが、脂質異常症 (431,737人) を

基準疾患とした場合の高血圧の併存割合は

73.3％、糖尿病 (186,052人) を基準疾患

とした場合は 74.2％であった。 

先行研究では、年齢階級が上がるにつれ

て、併存疾患数は増加するという研究が多

数報告されている。しかし、このような先行

研究は、年齢階級を 75歳や 80歳、85歳以

上で一括りにされている。後期高齢者が増

加する高齢社会では、80歳以上、90歳以上

の特徴を適格に把握する必要がある。そこ

で本研究では、75 歳以上を 5 歳刻みで 100

歳以上までに区分すると、先行研究と異な

った結果 (図 6) が示された 12)。 

85～89 歳で併存疾患数はピークに達し、

90～94 歳、95～99 歳、100歳以上と、併存

疾患数は減少していた。100歳以上では、慢

性疾患保有数は少ないという先行研究もあ

るが、慢性疾患がとても多かった者は、100

歳に達する前に寿命が来てしまったため、

より高齢な者では併存疾患数は少なくなっ

た可能性が考えられる。 
 
５．地域における多剤処方の実態把握 

多病は多剤処方を招くが、わが国では地

域住民を対象とした多剤処方の実態把握も

遅れている。そこで、多病の把握の際に用い

た同じレセプトデータ (期間は 2014年 5月

から 2014年 8月診療分までの 4か月間) を

使って、多剤処方を把握した。 

対象者は東京都に在住する 75 歳以上の

者で、対象医薬品の処方があった者 

(1,077,659人) を分析対象とした。対象と

した医薬品は、高齢者に多く認められる慢

性疾患に対する治療薬 128種類、5024剤で

ある。複数の医薬品が処方されていても、成

分が同じ場合は一種類として、患者一人当

たりの処方薬 5 種類以上の場合を「多剤処

図 6. 年齢階級別にみた併存慢性疾患数の分布 (N=1,311,116) 
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方」と定義した。 

一人あたりの処方薬剤数の分布は図 7 の

通りで、5種類以上の処方があった者は全体

の 42％を占めていた。 

多剤処方の割合を年齢階級別にみると 

(図 8)、75～79歳群は 39％、80～89歳群は

45％、90～99 歳は 38％、そして 100歳以上

では 21％であり、多剤処方のピークは 80歳

代であった。 

受診医療機関数別による多剤処方者の割

合は (図 9)、受診医療機関数が増えると多

剤処方者割合は増加し、1 施設では 23%、2

施設では 60%、そして 3 施設以上では 89％

であった。 

図 7. 処方薬剤数の分布 (n=1,077,659)：対象薬剤 (外来処方) に限定 
(2014 年 5 月～8 月診療分)    

図 8. 年齢と多剤処方の関連 (n=1,077,659)：「対象医薬品の処方あり」の者に限定 
(2014 年 5 月～8 月診療分) 
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多剤処方の割合は、慢性疾患の種類のよ

って異なっており (図 10)、うつ病では

76％が多剤処方となっていたが、高血圧で

は 52％であった。 

診療の質の向上のために、「科学的根拠に

基づく診療ガイドライン」が編纂されてい

る。診療ガイドラインは、一つ一つの疾患に

ついて作成されているため、複数の疾患を

同時に抱えている多病患者に対し、個々の

診療ガイドラインを機械的に適用すると、

自ずと処方医薬品数は増え、多剤処方を招

いてしまう。 

また、診療ガイドライン編纂の際は、科学

的根拠ということで無作為化比較試験に基

づく知見が重要視されている。しかし、無作

為化比較試験では、介入効果を厳密に把握

するために、高齢患者や併存疾患を抱えて

いる患者は除外されることが多い。したが

って、無作為化比較試験で確認された効果 

(厳密には、効能 efficacy) が高齢患者や

併存疾患を抱えている患者に外挿できるか

どうか確かではない。 

図 9. 受診医療機関数と多剤処方 (n=1,077,659) の関連： 
「対象医薬品の処方あり」の者に限定 (2014 年 5 月～8 月診療分) 

図 10. 慢性疾患の種類別に見た多剤処方者の割合 
(n=1,077,659) (2014 年 5 月～8 月診療分) 
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処方薬剤数が多いと、服薬管理の煩わし

さ、複雑さが増して、アドヒアランスの低

下、飲み忘れが増えやすい、残薬が増えやす

いと言われている。また、薬剤間の相互作用

によって、薬剤有害事象の発生リスクが高

まると言われている。 

高齢者や併存疾患を考慮した診療ガイド

ラインは、国内外において開発の諸にある。

日本糖尿病学会が日本老年医学会と合同で、

高齢糖尿病患者の診療ガイドラインを編纂

し、高齢患者の血糖管理目標を示した (図

11) 13)。ここでは、一律に目標を設定するの

ではなく、生活機能や認知機能、そして、使

用している抗糖尿病薬の種類に応じて、目

標を設定している。血糖管理は 5年、10年、

若い患者では 20 年後の血管合併症予防を

ゴールとして、管理目標が設定されてきた

が、70歳以上の高齢患者では、数十年後の

合併症予防よりも治療中における生活機能

の自立維持を中心に設定されている。高齢

患者における厳格な血糖コントロールは、

予後を悪くするというエビデンス、低血糖

発作による認知機能の低下促進というエビ

デンスから、高齢者特有の血糖管理が提唱

された。 

 
６．保健・介護予防・医療の一体的提供を目

指して 

これまで記述してきたように、高齢者の

中でも、特に 75歳以上の後期高齢者の健康

管理は、中高年齢者と同じ対応では、期待さ

れた効果が必ずしも得られないことが、国

や実地医家の間で浸透しつつある。わが国

の保健事業では、2008 年に 40～74 歳を対

象とするメタボリック症候群の予防を目的

とする特定健康診査が導入され、それから

10年が過ぎた。75歳以上の後期高齢者の健

康診査も同時期に開始され、74歳以下の特

定健診と同じ目的で、メタボリック症候群

の一次予防、二次予防である。 

後期高齢者では、高血圧や脂質異常症、糖

尿病で既に薬物治療を受けている者が少な

からず存在しているため、後期高齢者の健

康診査の目的が特定健診と同じでよいのか

どうか内容が問われている。そのような中、

厚生労働省は高齢者の特性に適した保健事

業のあり方を目指し、「高齢者の特性を踏ま

えた保健事業ガイドライン」14) を作成し、

図 11. 高齢者糖尿病の血糖管理目標 



秋田県公衆衛生学雑誌 第１５巻 第１号 2019年 5月 

10 
 

2018年度から低栄養防止・慢性疾患の重症

化予防を目的とする保健事業 (図 12) を提

供している。本格実施の前段階として、厚生

労働省は、2016 年と 2017 年にモデル事業

「低栄養の防止・重症化予防等の推進」を実

施した。これは、低栄養、筋力低下等による

心身機能の低下、フレイルの予防、生活習慣

病の重症化予防のための保健指導である。

保健担当の専門職が、薬局や医療機関、訪問

看護ステーション、医師会や薬剤師会、栄養

士会等と連携して、包括的な保健事業を提

供しようとするものである。 

「フレイル」とは、健康と要介護状態との

間の中間の状態である (図 13)。フレイル

の状態を放置しておくと心身機能が低下し

て要介護状態に陥るところを、市町村によ

る保健介入によって健康な状態に改善させ

ようとするものである。健康診査の後に、必

要な保健事業があるか評価して、フレイル

の予防、生活習慣病の重症化予防や心身機

能の低下予防、多剤処方者に対する服薬指

導等、対象者に適した保健指導を提供する 

(図 14)。高齢者の問題は、食生活、口腔機

能、運動、多剤服用等、様々な問題が複合的

に関与しているため、複合的なアプローチ、

保健指導が必要となり、最終的には、在宅で

自立した生活の維持が保健指導のゴールと

なる。 

東京都ではほとんどの健康診査が医療機

関で実施されている。服薬指導の対象者を

抽出する際、処方状況を把握する必要があ

るが、患者の服薬情報はお薬手帳や薬剤情

報提供書等に記録があるので、それらから

情報収集する。しかし、多忙な外来診療で

は、薬剤情報を収集することは時間的にも

厳しく、また、二か所以上の医療機関で薬の

処方を受けている場合も含めて、全体を把

握する必要がある。 

多剤処方者に対する服薬指導は、処方さ

れた薬剤情報と服薬状況、残薬の有無と数、

などを把握することが基本となろう。可能

であれば、処方薬の中から、服用に当たって

注意が必要な薬が含まれているかどうか、

日本老年医学会が編集したガイドラインを

使って、慎重な投与を要する薬剤をチェッ

クし、処方されている場合は、処方薬の相互

図 12. 高齢者の保健事業に関するモデル事業 (厚生労働省) 
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作用の評価まで踏むこむ必要がある。もち

ろん、処方内容に切り込む場合は、主治医と

の間で保健指導の実施とその内容、服薬指

導実施に関する承諾を事前に確認しておく

必要がある。また、主治医、かかりつけの薬

剤師、医師会や薬剤師会との協力がなけれ

ば実施できない。 

40 歳から 74 歳の糖尿病を抱える者に対

図 13. 高齢者の虚弱 (フレイル) (厚生労働省) 

図 14. 高齢者の保健事業の目標設定の考え方 (厚生労働省) 



秋田県公衆衛生学雑誌 第１５巻 第１号 2019年 5月 

12 
 

する保健事業として実施されている「糖尿

病の重症化予防」は、対象者の診療を行って

いる主治医とのコンタクトと情報提供、そ

して保健事業で実施する内容に関する相互

理解といった連携が構築されていなければ

適切で効果的な保健事業にならない。多病

を抱えている者が多い高齢者を対象とする

保健指導も同様であり、医療管理との関わ

り、主治医との連携が構築できなくては保

健事業を提供できない。その意味において

は、高齢者の保健事業は、慢性疾患管理を担

っている医療を支えるという位置づけの共

通理解、相互理解が当事者間で必要である。 

平成30年6月に示された骨太の方針2018

には、介護予防・フレイル対策や生活習慣病

の疾病予防・重症化予防、就労・社会参加支

援を都道府県と連携しつつ、市町村が一体

的に実施できる仕組みを検討するとされて

いる。 

現在、国の組織は、フレイル・疾病予防担

当は保険局高齢者医療課、介護予防は老健

局老人保健課が担当している。都道府県に

おいても、保健担当と介護予防担当課が別

であるところはほとんどである。後期高齢

者の保健事業は、介護予防と重なるところ

があり、また、医療対応も考慮しなければな

らない。後期高齢者が増加するわが国の今

後の健康政策は、保健担当部署、医療担当部

署、介護予防担当部署との間で部局横断的

に一体的に提供される政策に再構築される

必要がある。 
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野 

外来処方向精神薬の等価換算値の性・年齢・地域分布 

～第 2 回 NDB オープンデータベースから～ 
 

南園 佐知子  野村 恭子 
秋田大学大学院 医学系研究科 公衆衛生学講座 

 
目的 日本の精神医療においては、向精神薬の多剤併用大量投与が問題視されている。本

研究の目的は外来処方による向精神薬の全国的処方状況を明らかにし検討することにある。 
方法 厚生労働省にて公開されている第 2 回 NDB オープンデータ (レセプト情報・特定健

診等情報データベース) のうち、平成 27 年度に院内・院外で外来処方された経口向精神薬 
(抗精神病薬、抗うつ薬、抗不安薬・睡眠薬、気分安定薬の一部) について、それぞれの向

精神薬の主たる治療効果について稲垣・稲田 (2017) による向精神薬の等価換算値を用いて、

chlorpromazine 換算 (以下 CP 換算)、imipramine 換算 (以下 IP 換算)、diazepam 換算 (以
下 DAP 換算) を行い、性・年齢階級別に合計し、総 CP、IP、DAP 換算、炭酸リチウム量 
(以下 Li) を集計した。また、地域の処方傾向を調べるため、都道府県を単位として間接法

にて年齢調整を行い、標準化向精神薬換算比を算出し、各種指標との相関分析を行った。 
結果 外来で処方された経口向精神薬の CP・IP・DAP 換算、Li の人口一人当たりの年間

換算値はそれぞれ、681.7mg、413.2 ㎎、152.4 ㎎、221.4 ㎎で、Li を除くと女性の処方が

多かった。年齢階級別の人口一人当たりの年間換算値は、CP・DAP 換算・Li は男女とも

にそれぞれ 40 代、80 代、50 代をピークとしていたが、IP 換算は男女ともに 40 代、80 代

の 2 峰性分布を示した。各向精神薬換算値の都道府県別の人口一人当たりの標準化換算比

をみると地域ごとにばらつきが認められ、4 種の標準化換算比が全て高い地域は 5 都県 (秋
田、東京、島根、岡山、広島)、すべて低い県は 4 県 (埼玉、岐阜、奈良、鹿児島) であっ

た。 
考察 外来処方の経口向精神薬には性別・年代、地域で偏在が認められ、地域により処方

の仕方に違いがある可能性が示唆された。今後、適正処方について疾患別有病率などの個

人的要因と、診療科、医療機関などの医療提供者の要因の両側面から検討を行う必要があ

ると考えられた。 
 

 
背 景 

日本の精神科医療において、精神病床の

過剰，向精神薬の多剤併用大量投与が問題

視されている。日本では、かつて多剤併用

療法が一般的とされてきており 1)、現在で

もアジア諸国における国際比較から、日本

は高用量抗精神病薬の処方が多いと報告さ

れている 2)。また、向精神薬は精神科以外

での処方も多く行われており、日本のある

大学病院におけるベンゾジアゼピン処方の

うち、3 割近くが内科で処方されていたこ

とが報告されている 3)。特にベンゾジアゼ

ピン系の処方は日常的に行われており 4)、

診療科により処方傾向も異なっていること

が指摘されている 5)。一方、日本における

向精神薬の研究は、精神科等の限られた診

療科、一部の向精神薬、特定の疾患、加齢

に伴い薬物動態に変化の生じる後期高齢者

の含まれていないレセプトデータなどで集

受付 2019.2.27 受理 2019.3.22 

〒010-8543 秋田市本道 1-1-1 
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計が行われているものの、日本全体、特に

地域別の処方状況は明らかではない。 
本研究の目的は本邦における向精神薬の

全国的処方状況を明らかにし検討すること

にある。本検討により、今まであまり把握

されていなかった後期高齢者の処方状況、

さらに地域毎の処方実態を明らかにし、今

後の向精神薬処方の適正化に向けて精神医

療・政策のための基礎資料とすることを目

的とするため、性別・年代別・都道府県別

に検討を行ったので報告する。 
 
方 法 

厚生労働省にて公開されている第 2 回

NDB オープンデータ (レセプト情報・特定

健診等情報データベース) のうち、平成 27
年度の一年間に院内・院外で外来処方され

た経口向精神薬のうち、抗精神病薬、抗う

つ薬、抗不安薬・睡眠薬、気分安定薬につ

いて集計を行った。今回の集計では、主要

処方目的が精神疾患に限らない抗てんかん

薬、抗精神病薬による錐体外路症状の副作

用発現時処方されることの多い抗パーキン

ソン病薬は対象から除外した。薬剤データ

のうち、催眠鎮静剤、抗不安剤、精神神経

用剤に分類されている 200 薬剤から院外処

方では、配合剤 2 種と今回の集計対象とな

らない薬剤 6 種を除いた 192 薬剤、院内処

方では、配合剤 2 種と集計対象とならない

薬剤 4 種を除いた 194 薬剤を集計対象とし

た。向精神薬の主たる治療効果について抗

精神病薬は chlorpromazine 換算 (以下 CP
換算)、抗うつ薬は imipramine 換算 (以下

IP 換算)、抗不安薬・睡眠薬は diazepam 換

算 (以下 DAP 換算) し、総投与量を算出し

た。さらに、性・年齢階級別に合計し、総

CP,IP,DAP 換算値、炭酸リチウム量 (以下

Li) を集計した。4 種の各向精神薬の等価換

算には，稲垣・稲田 (2017) による向精神

薬別の等価換算表 6) を用いた。向精神薬別

の等価換算表は、それぞれの向精神薬の主

たる治療効果 (抗精神病薬は抗精神病作用，

抗うつ薬は抗うつ作用，抗不安薬・睡眠薬

は不安障害や睡眠障害に対する治療効果) 
を評価しており，抗精神病薬による鎮静作

用や抗不安薬・睡眠薬による離脱症状の治

療効果などはこの等価換算表では評価の対

象にはなっていない。また、患者の服用す

る向精神薬概算服用量の一元化や日常臨床

においては多剤併用療法を受けている精神

疾患患者の概算服用量の把握や，向精神薬

の切り換えの際の投与量設定の目安として

使用することが期待されており、換算値を

用いた精神医療研究も近年行われてきてい

る 7),8),9)。 
抗精神病薬に関して、非定型抗精神病薬

の CP 換算値に占める割合、抗うつ薬につ

いては、新規抗うつ薬 (選択的セロトニン

再取り込み阻害薬 (SSRI), セロトニン・ノ

ルアドレナリン再取り込み阻害薬 (SNRI), 
ノルアドレナリン作動性・特異的セロトニ

ン作動性抗うつ薬 (NaSSA) の IP 換算値

に占める割合をそれぞれ集計した。地域の

処方傾向を調べるため、都道府県を単位と

して間接法にて年齢調整を行い、47 都道府

県の平均を 1 とした場合の標準化向精神薬

換算比をそれぞれ算出した。 
ナショナルデータについては、欠損値の

ある薬剤 (CP 換算対象薬剤：院外 2 剤、院

内 7 剤、IP 換算対象薬剤：院外 1 剤、院内

4 剤、DAP 換算対象薬剤：院外 4 剤、院内

8 剤、Li 対象薬剤：欠損なし) を除外し、

CP 換算：院外 30 剤、院内 30 剤、IP 換算：

院外 32 剤、院内 28 剤、DAP 換算：院外

116 剤、院内 114 剤、Li：院外 6 剤、院内

3 剤について集計を行った。 
さらに、都道府県別の標準化向精神薬換

算比と医療資源、労働・経済状況に関する

指標、精神疾患患者数 (平成 26 年度患者調

査) と自殺率との相関を Spearman 順位相

関係数にて算出し評価した。具体的に各指

標の算出について、医療資源は、医師数、 
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精神科医師数 (平成 26 年医師・歯科医師・

薬剤師調査)、診療所数、精神病床総数 (平
成 27 年度医療施設調査・病院報告)、精神

科外来デイケア実施件数 (第2回NDBオー

プンデータ) にて、労働・経済状況は一人

当たり県民所得 (平成 27 年度県民経済計

算)、ジニ係数 (平成 26 年度全国消費実態

調査)、精神疾患外来患者数 (平成 26 年度

患者調査) と年齢調整自殺率 (平成 27 年度

人口動態調査と昭和 60 年モデル人口)、人

口には総務省統計局「平成 27 年国勢調査結

果」を用いた。オープンデータ収集の年と

同年に調査がされていないものについては、

前年の結果を用いた。 
 
結 果 

平成 27 年度に外来処方された経口向精

神薬の CP・IP・DAP 換算、Li の人口一人

当たりの年間換算値はそれぞれ、681.7mg、
413.2 ㎎、152.4 ㎎、221.4 ㎎であった。表

1 より、男女比 (男/女) はそれぞれ、0.98、
0.74、0.69、1.07 と Li を除くと女性の処方

が多かった。 
図 1 に性別・年齢階級別、人口一人当た

りの向精神薬年間換算値を示す。年齢階級

別の人口一人当たりの年間換算値は、CP・
DAP 換算・Li は男女ともにそれぞれ 40 代、

80 代、50 代をピークとしていたが、IP 換

算は男女ともに 40 代、80 代の 2 峰性を呈

し、男性が 40 代、女性は 80 代をピークと

した分布を示した。 
各向精神薬換算値に関して全国平均を１

としたときの都道府県別の人口一人当たり

の標準化向精神薬換算比をみると地域ごと

にばらつきが認められ、4 種の標準化向精

神薬換算比が全て 1 より高い地域は 5 都県 
(表の順に秋田、東京、島根、岡山、広島)、
全て 1より低い地域は 4県 (表の順に埼玉、

岐阜、奈良、鹿児島) であった。また、CP
換算における非定型抗精神病薬の割合は、

全国平均 90.7％、高い地域 95.4%、低い地

域は 86.3％であった。また IP 換算におけ

る新規抗うつ薬の割合は、全国平均 86.8％、

高い地域 90.5％、低い地域では 83.7％であ

った。ばらつきの面では、標準化 Li 比は低

い県 (0.642) と高い県 (2.345) のばらつ

きが特に大きかった (表 2)。 
また、表 3 にて標準化向精神薬換算比、

非定型抗精神病薬と新規抗うつ薬の割合と、

地域の各指標との Spearman 順位相関によ

る地域相関分析を行った。結果は、DAP 換

算は人口 10 万対精神科医師数 (rS=0.343)、
総精神疾患外来患者数 (行動及び精神の障

害) (rS=0.314)、統合失調症，統合失調症型

表１．向精神薬年間換算値の性別人口一人当たりの外来処方量 (mg) 

向精神薬の種類 男性 女性 男女比 

DAP 換算値 122.3 176.1 0.69 

(diazepam) 

  CP 換算値 632.5 643.9 0.98 

(chlorpromazine)  

 IP 換算値 343.8 465.5 0.74 

(imipramine) 

  Li 228.7 214.5 1.07 

(炭酸リチウム)       

    DAP 換算値：院外 116 剤、院内 114 剤について集計  

 CP 換算値：院外 30 剤、院内 30 剤について集計 

 IP 換算値：院外 32 剤、院内 28 剤について集計 
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障害及び妄想性障害患者数 (rS=0.327)と有

意な正の相関を認めた (すべて p<0.05)。 
同様に、CP 換算は人口 10 万対精神科医師

数  (rS=0.332, p<0.05) 、 診療所 数  (rS 
=0.293, p<0.05)、精神病床総数 (rS=0.405, 
p<0.01)、総精神疾患外来患者数 (rS=0.385, 

p<0.01)、統合失調症等患者数 (rS=0.550, 
p<0.01) と有意な正の相関を認めた。また、

非定型抗精神病薬の処方割合は、人口 10 万

対精神科医師数 (rS=0.334, p<0.05)、診療

所数  (rS=0.347, p<0.05)、精神病床総数 
(rS=0.450, p<0.01) と有意な正の相関を認 

図 1. 性別･年齢階級別 人口一人当たりの向精神薬年間換算値 
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表２．都道府県別標準化向精神薬換算比 

  

DAP 換算 

標準化比 

CP 換算 

標準化比 

IP 換算 

標準化比 

Li 

標準化比 

非定型 

向精神薬割合

(%) 

新規 

抗うつ薬割合

(%) 

全国 1.000  1.000  1.000  1.000  90.7  86.8  

北海道 1.266  1.032  1.108  0.900  92.7  85.6  

青森県 1.025  1.132  1.013  0.763  93.6  86.0  

岩手県 0.943  1.081  1.097  1.316  93.2  88.9  

宮城県 1.040  0.855  0.959  0.642  90.9  84.9  

秋田県 1.245  1.108  1.192  1.031  91.0  85.1  

山形県 1.059  1.026  0.960  1.243  94.5  85.6  

福島県 1.134  1.095  1.176  0.944  93.3  83.7  

茨城県 0.898  1.040  0.834  0.730  88.7  85.9  

栃木県 1.106  1.030  0.998  0.898  87.5  86.9  

群馬県 1.057  1.046  0.873  1.090  89.1  84.9  

埼玉県 0.876  0.900  0.825  0.782  88.6  86.3  

千葉県 0.876  0.971  0.963  0.910  88.0  84.8  

東京都 1.088  1.067  1.221  1.198  89.2  86.8  

神奈川県 0.903  0.906  1.018  0.779  88.3  86.2  

新潟県 0.949  1.066  1.119  1.049  92.0  87.7  

富山県 0.887  1.093  0.874  1.354  92.6  83.7  

石川県 0.862  1.157  0.980  2.345  95.2  88.5  

福井県 0.857  1.183  0.998  1.236  94.6  90.5  

山梨県 0.938  1.425  1.049  1.257  90.7  87.7  

長野県 0.988  1.443  1.104  1.145  90.0  84.5  

岐阜県 0.892  0.901  0.935  0.941  91.3  89.7  

静岡県 0.887  1.041  0.959  0.885  89.0  89.0  

愛知県 0.971  0.875  1.093  1.056  92.5  88.3  

三重県 0.974  1.018  0.961  0.992  93.5  87.9  

滋賀県 0.853  0.881  0.886  1.371  89.6  82.9  

京都府 0.995  0.990  1.029  1.409  90.3  84.4  

大阪府 1.023  0.893  0.919  0.971  91.9  88.5  

兵庫県 1.004  0.840  0.805  1.034  92.1  86.8  

奈良県 0.897  0.775  0.790  0.902  87.7  86.9  

和歌山県 1.160  1.036  0.868  0.973  91.5  87.4  

鳥取県 0.939  1.263  1.134  1.418  93.3  84.4  

島根県 1.012  1.338  1.188  1.322  91.0  86.4  

岡山県 1.020  1.103  1.028  1.178  91.6  87.9  

広島県 1.074  1.108  1.132  1.212  91.1  85.2  

山口県 1.012  1.300  1.134  0.999  93.2  88.2  

徳島県 0.914  1.196  0.979  1.070  94.4  89.6  

香川県 0.943  1.009  0.877  0.689  93.0  89.4  

愛媛県 0.997  1.113  0.947  1.082  89.4  88.9  

高知県 0.984  1.178  1.127  1.190  91.0  87.7  

福岡県 1.103  0.868  0.896  0.899  91.5  87.4  

佐賀県 0.997  1.038  0.838  0.837  86.3  89.0  

長崎県 1.010  1.104  1.029  0.648  92.6  88.5  

熊本県 0.929  0.965  1.028  0.674  92.6  89.0  

大分県 1.086  1.101  0.997  1.293  92.3  86.7  

宮崎県 1.023  1.001  0.920  0.822  91.5  87.8  

鹿児島県 0.891  0.917  0.811  0.902  91.6  88.2  

沖縄県 1.116  1.245  0.801  0.894  95.4  88.0  

       DAP: diazepam 

CP: chlorpromazine 

IP: imipramine  

Li: 炭酸リチウム 
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めた。同様に、新規抗うつ薬の処方割合は、

人口 10 万対診療所数 (rS=0.429, p<0.01) 
と正の有意な相関があった。また、向精神

薬間での相関については、CP 換算と IP 換

算 (rS=0.516) と Li (rS=0.411) のそれぞれ

に (p<0.01)、IP 換算と Li 間 (rS=0.356, 

p<0.05) に、非定型抗精神病薬割合と CP
換算間 (rS=0.313, p<0.05) にそれぞれ有

意な正の相関を認めた。DAP 換算、新規抗

うつ薬の処方割合は他の向精神病薬換算と

有意な相関を認めなかった。また、年齢調

整自殺率と向精神薬換算との相関では、男
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性年齢調整自殺死亡率は非定型抗精神病薬

割合 (rS=0.297, p<0.05) と有意な正の相

関を認め、DAP 換算 (rS=0.282, p=0.055)、
CP 換算 (rS=0.286, p=0.052) と有意では

ないものの正の相関傾向を認めた。同様に、

女性年齢調整自殺死亡率は新規抗うつ薬割

合 (rS=－0.363, p<0.05) と有意な負の相

関を認めた。 
 
考 察 

外来処方されている経口向精神薬には性

別・年代、地域でばらつきが認められた。

地域別の標準化向精神薬換算比については、

地域の医療資源や年齢調整自殺死亡率、精

神疾患患者数との相関が認められた。向精

神薬の CP・IP・DAP の年間換算値は男性

に比べ女性で処方が多く、DAP 換算は男女

ともに、IP 換算では女性のみで 80 代に多

く処方されていた。 
医療の地域差研究は多く、地域間の医療

提供、医療プロセスおよび医療費の違いが

観察されている。日本においても、周術期

の眼科手術の抗菌薬投与方法 10)、慢性腎臓

病診療における検査項目・治療方法 11)、 大

腿骨近位部骨折における骨粗鬆症診断・治

療の有無 12) など多くの診療科で地域差が

報告されている。本研究でも都道府県レベ

ルで向精神薬の処方が異なることが明らか

となった。日本全国の統合失調症患者への

抗精神病薬処方パターンから適正な使用法

から外れている可能性のある抗精神病薬の

処方がナショナルデータベースの活用によ

り、診療現場で多く見られることが報告さ

れている 13)。向精神薬の適正処方の是非に

関しては 2018 年度診療報酬改定にてベン

ゾジアゼピン系抗不安薬・睡眠薬の 12 ヶ月

以上の処方、向精神薬の多剤処方時の処方

料・処方箋料・薬剤料に対し減点となり、

上記状況の患者に対し薬剤師との連携の上、

向精神薬の減薬により加算改定といった、

多剤併用療法改善のための政策誘導が行わ

れている。 

向精神薬の多くは、高齢者に対して特に

慎重な投与を要する薬物リストに該当して

いる 14)。また、日本の高齢者における潜在

的に不適切な薬剤処方の頻度を調べた報告

によると、特に向精神薬の処方が多いこと

が明らかとなっている 15),16)。高齢者におけ

る向精神薬の処方では以前より転倒のリス

クが高まること 17)、ベンゾジアゼピン系が

アルツハイマー病の発症リスクとなること

が報告されており 18),19)、適正処方に警鐘が

鳴らされている。本研究では、DAP 換算値

が性別では女性に多く、また男女共に高齢

者で多かった。特に、女性の 65 歳以上で高

く、80-84 歳が最も多く男性の 5.4 倍多いと

いう結果であった。また、健康保険組合の

医療レセプトを用いた 20 歳～74 歳の一

般人口における各向精神薬の処方に関する

報告では、抗不安薬・睡眠薬の処方率は年

齢と共に増加し、65 歳以上では女性は男性

に比べ処方率は高くなり、一人当たりの処

方力価は女性に比べ男性で多かった 20)。本

研究では高齢者における人口一人当たりの

DAP 換算値の男女差が非常に大きいこと

から、高齢女性へのより高頻度、長期間、

あるいは 75 歳以上になると多量の処方が

されている可能性が考えられる。ベンゾジ

アゼピン系薬の問題点として依存性、副作

用としての眠気・筋肉に力が入りにくくな

る・健忘・認知障害などがあり、これらの

副作用は高齢者により出やすい傾向がある。

そのため、抗不安薬等は原則として短期間

や頓服での使用が推奨されているにも関わ

らず、特に後期高齢者への適正処方が行わ

れていない実情が示唆された。また、ナシ

ョナルデータべースを用いた外来診療にお

ける抗不安薬・睡眠薬の処方は、精神科で

は外来処方の 54.6％で、非精神科では、

14.4%の患者に処方されているという報告

21)、ベンゾジアゼピンの連続する重複処方

は加齢と共に高まるという健康保険組合の

医療レセプトを用いた報告もされている 22)。

高齢者に対しては、すべての診療科におい
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て効果と有害作用とのバランス、薬物動態

に基づいたより慎重な向精神薬の処方が必

要とされる。 
本研究の限界点について述べる。本研究

は、ナショナルオープンデータを利用して

おり、10 未満のデータは含まれていない。

「薬剤データ」は、患者一人に複数回算定

されるため、処方量が多いことが一個人へ

の多量処方なのか、処方されている人数が

多いのか、あるいは処方内容の変更が数回

行われているのかについては不明である。

また今回の集計では、配合剤 2 種、欠損値

のある薬剤で特に欠損薬剤の多い CP 換算

については換算値全体の 6.9％が除外され

ており結果の解釈は慎重を要する。また、

向精神薬処方において地域との相関を調べ

るのに用いた変数のうち、医師数、精神科

医師数、ジニ係数、精神疾患患者数につい

ては、当該年度に調査が行われていないた

め、前年度の調査の結果を用いた。向精神

薬処方量自体が年度毎に大きく変化しにく

く、医師数、精神疾患患者数の年度変化も

小さいことから、年度による相関結果への

影響は小さいと考える。 
本研究の結果、女性、高齢者における処

方が一部の向精神薬で高いことについて考

察する。日本の精神疾患の疫学において統

合失調症は 40 代以降減少し、うつ病は、性

別比で女性が 2 倍以上高く、日本では、若

年者だけでなく、高齢者の有病率が高いと

報告されている 23)。しかしながら本研究は

個人データを扱っているものではないため、

精神疾患の有病率が本当に高齢者で高いの

か、医療提供側のポリファーマシーの影響

を評価しながら慎重に検討する必要がある。

同様に、本研究で認められた DAP 換算は精

神疾患総外来患者数と、CP 換算は精神科医

療資源、統合失調症等外来患者数、非定型

抗精神病薬割合、IP 換算、Li との相関がみ

られた。また、精神病床総数が多くなれば、

一般的には向精神薬の人口当たりの外来処

方量が少なくなることが想定されたが、本

研究結果では異なっていた。また、年齢調

整自殺率と向精神薬換算と一部相関が認め

られたが、本研究は 47 都道府県レベルの

ecological study (生態学的研究) であり、今

後、精神科医療資源の供給と需要のバラン

スの適切性については個別データにて検討

の余地がある。こうした ecological fallacy
は認められる一方で、本研究の結果は一般

的な向精神薬の処方パターンも確認された。

本研究では抗精神病薬の非定型抗精神病薬

の処方割合は 9 割と高かった。副作用の多

い定型向精神薬に比べ、最近では非定型の

処方が一般的であり世の中の処方趨勢に沿

っていた。統合失調症入院患者の 153 施設

患者 2500 人の処方内容を検討した研究 7) 
では、非定型抗精神病薬の処方割合は 2006
年から 2011 年にかけ年々増加しており

2011年で84.5%と本研究結果と類似の結果

であった。 
 
まとめ 

外来処方による経口向精神薬には性別・

年代、地域で偏在が認められた。地域別の

標準化向精神薬換算比については、地域の

精神科医療資源や精神科患者数との相関が

認められた。また、経口向精神薬の CP・IP・
DAP の年間換算値は男性に比べ女性で処

方が多く、80 代の高齢者への処方は、DAP
換算では男女ともに、IP 換算では女性で多

く処方されていた。今後、適正処方につい

て疾患有病率などの個人的要因と、診療科、

医療機関などの医療提供者の要因の両側面

から検討を行う必要があると考えられた。 
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野 

秋田県と全国の歩数の比較 
 

南園 智人 
秋田県横手保健所 

 
要 旨 
 秋田県は第 2 期健康秋田 21 計画を策定し、健康寿命日本一を目標として栄養・食生活、

身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する具体的目標値を設定して

いる。その中の一つである身体活動・運動分野では、日常生活における歩数を目標項目と

して設定している。歩数は日常的に測定・評価できる身体活動量の客観的指標であり、歩

数の減少は、肥満や生活習慣病発症の危険因子であるばかりでなく、高齢者の自立度の低

下やフレイルの危険因子である。高齢化が進展する秋田県においてフレイル予防は重要で

あり、歩くことを推奨する重要性は高いが、秋田県民の歩数についての現状把握は十分で

ない。そのため、秋田県と全国の歩数を比較し、今後の研究、健康施策に資することを目

的とした。 
 平成 28 年国民健康栄養・調査および県民健康・栄養調査の結果を用いて、性・年齢階級

別の歩数の状況、男女別の 20 歳以上の年齢調整値を算出した。 
 秋田県の平均歩数は男女とも全ての年齢階級で、第 2 期健康秋田 21 計画の目標値を下回

った。70 歳以上では男女ともに秋田県の歩数は全国より有意に少なかった。年齢調整値で

は、男性は全国より有意に少なかったが、女性では有意差は無かった。 
 秋田県の平均歩数は男女とも全ての年齢階級で、第 2 期健康秋田 21 計画の目標値を下回

り、特に高齢者の歩数が全国と比較して少なかった。このことは、秋田県高齢者の身体活

動が活発でないことを示唆している。今後の取組として、運動習慣の改善のみならず、社

会参加を含むフレイル予防の要素に着目した対策が必要と考える。 
 

 
緒 言 

 秋田県は第2期健康秋田21計画を策定し、

健康寿命日本一を目標として栄養・食生活、

身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・

口腔の健康に関する具体的目標値を設定し

ている 1)。その中の一つである身体活動・

運動分野では、日常生活における歩数を目

標項目として設定している (20-64 歳男性

9,000 歩/日、20-64 歳女性 8,500 歩/日、65
歳以上男性 7,000 歩/日、65 歳以上女性

6,000 歩/日) 1)。歩数は日常的に測定・評価

できる身体活動量の客観的指標であり、歩

数の減少は、肥満や生活習慣病発症の危険

因子であるばかりでなく、高齢者の自立度

の低下やフレイルの危険因子である 2)。高

齢化が進展する秋田県においてフレイル予

防は重要であり、歩くことを推奨する重要

性は高いが、秋田県民の歩数についての現

状把握は十分でない。そのため、秋田県と

全国の歩数を比較し、今後の研究、健康施

策に資することを目的とした。 
 
方 法 

平成 28 年国民健康栄養・調査、県民健康・

栄養調査の結果を用いて、性・年齢階級別

の歩数の状況、社会活動の状況、男女別の

20 歳以上の年齢調整値を算出した。国民健

受付 2019.2.18 受理 2019.2.25 

〒013-8503 秋田県横手市旭川 1丁目 3番 46号 
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康栄養・調査は、調査対象は層化無作為抽

出した１道府県あたり 10 地区 (人口規模

が大きい東京都のみ 15 地区)、調査事項は 
身体状況調査票、栄養摂取状況調査票及び

生活習慣調査票からなり、調査は調査地区

を管轄する保健所が毎年 11 月中に実施し

ている 3)。一方、県民健康・栄養調査は、 
調査対象を国民健康栄養・調査で指定され

た 10 地区と秋田県が追加で無作為抽出し

た 2 地区の計 12 地区、調査事項は国民健康

栄養・調査の調査事項に尿中ナトカリ比を

追加し、調査は調査地区を管轄する保健所

が国民健康・栄養調査と同日同会場で実施

している 4)。秋田県と全国の地域間比較に

は、健康・栄養調査を用いた各種計画の評

価のための統計解析法（横山徹爾 国立保

健医療科学院) を用いた 5)。はじめに秋田県

と全国の平均歩数の差を計算し (平均の差

=秋田県の平均歩数－全国の平均歩数)、次

に差の標準誤差を計算し (差の標準誤差=
√[秋田県の標準誤差 2＋全国の標準誤差 2]、
最後に差の 95%信頼区間 (平均の差±1.96

×標準誤差) を計算した 5)。年齢調整値の計

算には、「重み付け平均を計算するためのワ

ークシート」 (健康・栄養調査を用いた各

種計画の評価のための統計解析法) 5)を用い

た (年齢調整値=Σ[観察集団の平均歩数×

基準集団の年齢階級別人口]÷基準集団の

総人口)。年齢調整値の基準人口には平成 22
年日本人人口を用いた。 
 
結 果 

 秋田県の平均歩数は男女とも全ての年齢

階級で、第 2 期健康秋田 21 計画の目標値を

下回った (表 1)。秋田県と全国の平均歩数

を比較すると、秋田県が全国を上回ったの

は、男性は 60 代、女性は 40 代のみで、そ

の他の年齢階級は全国を下回った。69 歳以

下では男女とも秋田県と全国の歩数に有意

な差はなかったが、70 歳以上では男女とも

に秋田県の歩数は全国より有意に少なかっ

た (表 1)。男性の 20 歳以上の平均歩数の年

齢調整値は、秋田県が 6457 歩/日、全国が

7300 歩/日で、秋田県男性は全国より有意

表 1 性・年齢階級別秋田県と全国の１日平均歩数 

性 年齢階級(年) 

  秋田県   全国   秋田県－全国の差   

  

調

査 

人

数 

平均 
標準 

誤差 
  

調査 

人数 
平均 

標

準 

誤

差 

  平均 (  95%信頼区間  ) 

男 

20-29 
 

12 8207  1244  
 

662 8583  195  
 

-376  ( -3136  , 2383  ) 

30-39 
 

25 6847  956  
 

1122 8127  132  
 

-1280  ( -3176  , 615  ) 

40-49 
 

43 7508  654  
 

1492 7800  109  
 

-292  ( -1709  , 1126  ) 

50-59 
 

34 6169  764  
 

1396 7478  106  
 

-1309  ( -2748  , 129  ) 

60-69 
 

46 6841  841  
 

2182 6721  77  
 

120  ( -1255  , 1495  ) 

70以上 
 

59 3488  460  
 

2393 5338  74  
 

-1850  ( -2624  , -1075  ) 

20以上 
 

219 6040  438  
 

9247 6984  43  
 

-944  ( -1547  , -342  ) 

20以上 

（年齢調整値）  
219 6457  340  

 
9247 7300  48  

 
-843  ( -1516  , -171  ) 

                 

女 

20-29 
 

13 6789  1290  
 

724 7418  160  
 

-629  ( -2860  , 1603  ) 

30-39 
 

29 5933  904  
 

1294 6521  99  
 

-588  ( -1971  , 795  ) 

40-49 
 

36 7700  978  
 

1732 6847  82  
 

853  ( -902  , 2609  ) 

50-59 
 

48 6337  456  
 

1701 6854  74  
 

-517  ( -1537  , 502  ) 

60-69 
 

54 5587  269  
 

2557 6181  60  
 

-594  ( -1415  , 226  ) 

70以上 
 

83 3466  419  
 

2981 4274  53  
 

-808  ( -1551  , -64  ) 

20以上 
 

263 5441  243  
 

10989 6029  32  
 

-588  ( -1077  , -98  ) 

20以上 

（年齢調整値） 
  263 5732  264    10989 6147  35    -414  ( -937  , 108  ) 
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に少なかった (表 1)。女性の 20 歳以上の平

均歩数の年齢調整値は秋田県が 5732 歩/日、

全国が 6147 歩/日で、秋田県女性は全国よ

り少なかったが有意な差は認められなかっ

た (表 1)。秋田県と全国の高齢者の社会活

動の状況を比較すると、秋田県が全国を上

回ったのは、60 代男性のみで、60 代女性、

70 代男女は全国を下回った (表 2)。 
 
考 察 

 秋田県の平均歩数は男女とも全ての年齢

階級で、第 2 期健康秋田 21 計画の目標値を

下回り、特に高齢者の歩数が全国と比較し

て少なかった。また、70 歳以上では、男性

3488 歩/日、女性 3466 歩/日と目標値の約

半分にとどまっている。このことは、秋田

県高齢者の身体活動量が低いことを示唆し

ている。高齢期の身体活動量の不足は、関

節の障害やサルコペニアを引き起こす要因

となり、フレイルや介護状態に至るリスク

が高まることが指摘されている 6,7)。第 2 期

健康秋田 21 計画の中間評価では、日常生活

における歩数は 20-64 歳では増加したが、

65 歳以上では減少している 8)。この状況に

対して、秋田県では今後の取組として、運

動習慣の改善を目指している 8)。しかし、

新開らは、地域での身体活動向上をはかる

ポピュレーションアプローチは、運動習慣

の獲得をつうじて下肢機能を維持する、と

いった個々のリスクに対する一次予防的ア

プローチではなく、社会参加の促進や日々

の生活行為の活性化を支援するべきで、身

体活動は社会参加に付随して増大すると報

告している 9)。第 2期健康秋田 21計画では、

高齢者で何らかの社会活動 (就業、老人ク

ラブ、町内会、趣味のサークル、ボランテ

ィア活動など) を行っている人の割合を

2022 年に 60%を目標としているが、2012
年は 31.8%、2015 年は 31.4%と低迷してい

る (秋田県健康づくりに関する調査) 8)。ま

た、平成 28 年国民健康栄養・調査 3)、県民

健康・栄養調査 4)における高齢者の社会活

動の状況は、秋田県の 60 代男性は全国を上

回っていたが、秋田県の 60 代女性と 70 歳

以上の男女は全国を下回っていた (表 2)。
秋田県の 70 歳以上の高齢者の社会活動が

全国を下回っていたことは、歩数と同様に

70 歳以上での身体活動が全国より低いこ

とを示唆している。秋田県では高齢者の身

体活動向上のために、特に 70 歳以上の高齢

者の社会参加を促す環境作りが必要と考え

る。 
 年齢階級別にみると、特に秋田県男性の

70 歳以上が全国と比較して歩数が少なか

った (秋田県男性 70 歳以上：3488 歩/日、

全国男性 70 歳以上：5338 歩/日)。筆者は、

以前に秋田県高齢男性は要介護認定率が高

く、高糖質低脂質食であることを報告した

10,11)。高齢者が脂質目標量を下回る場合、

たんぱく質摂取量の低下から筋力の低下が

懸念されている 12)。秋田県の食事指導は減

塩や野菜摂取が中心であるが 1)、高齢者の

筋力維持に減塩や野菜摂取が有効とは言え

ない 12)。高齢化が進行した秋田県では、高

齢者の筋力を維持し、フレイル予防につな

がる食事指導が必要と考える。 
 厚生労働省は、市町村が中心となり、介

護予防の「通いの場」などを活用しながら、

フレイル予備軍の高齢者を支援するよう求

めている 13)。フレイル予防については、先

表 2 性・年齢階級別高齢者の社会活動の状況（％） 

回答 
  男   女 

 
60-69歳 70歳以上 

 
60-69歳 70歳以上 

  
 

秋
田
県 

全
国 

秋
田
県 

全
国 

 

秋
田
県 

全
国 

秋
田
県 

全
国 

働いている・なんらかの活動を行っている 
 

83.3 74.6 60.7 69.6 
 

43.8 51.7 33.7 44.2 

いずれも行っていない   16.7 25.4 39.3 30.4   56.2 48.3 66.3 55.8 

平成 28年国民健康栄養・調査、県民健康・栄養調査 
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進的な取組を進めている自治体において、

運動、口腔、栄養、社会参加等といった保

健事業の取組を拡大しているが 13)、秋田県

では十分に広がっていない。秋田県では、

運動習慣の改善のみならず、社会参加を含

むフレイル予防の要素に着目した対策が必

要と考える。 
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野 

地域におけるひきこもりの自立支援： 

ひきこもり経験者中心にした 

ピアスタッフシステムの効果検証 
 

Yong Kim Fong Roseline  
秋田大学大学院 医学系研究科 衛生学・公衆衛生学講座 

 
はじめに 

ひきこもりの背景には様々な成長や健康

の要因があるが、ひきこもりの社会復帰に

は心理的に「自分がここにいても良い」と

思える心の「居場所」が欠かせない 1)。最

近では、ひきこもり支援センターや総合相

談窓口のほか、ひきこもりを対象とした「居

場所づくり」の実践も広がりを見せており、

ひきこもりの経験者をピアサポーターとし

て養成するプログラムもひきこもり支援対

策の一つである。ひきこもり支援策として

ピアサポーターを活用するメリットには、

支援者 (サポーター) と被支援者 (ひきこ

もりの状態にある本人) が同様の経験をし

ているため、共感しやすいということがあ

げられる。 
 
「ふらっと」とは 

大仙市に拠点を置く「ふらっと」は、居

場所兼自立訓練の場で、「ふらっと」の最大

の特徴は利用者もスタッフも共にひきこも

り経験者である点である。筆者はひきこも

りの経験者を運営主体とする居場所づくり

を考え、2013 年 9 月末に大曲で空き店舗を

借り、当時ひきこもりを経験していた 3 名

のひきこもり当事者とペンキ塗りから始め、

チラシの製作や配布も共に行い、同年 11 月

にオープンした。当時、筆者の研究活動に

関わった 3 人のひきこもり経験者は、ひき

こもりから自立したい気持ちはあるものの、

何をどうしたらよいのか、そもそも何をし

たいのか分からない状態であった。家から

外への一歩を踏み出すためには、居場所が

大切である。立ち上げた居場所を「ふらっ

と」と名付けたその意味合いは、気遣いな

くいつでもふら～っと立ち寄れる場所であ

るということ、スタッフと利用者の壁がな

く全員平等であり、対等な立場で居られる

ということである。また、ひきこもりを音

楽のマイナー調である♭にたとえ、その曲

調が陽気ではないが寂しい曲でもなく、日

本人の心によく合う心に響くものであると

いう意味も含んでいる。 
 
ピアスタッフシステムの効果検証 

「ふらっと」は従来の支援体制とは異な

り、医療関係者や福祉士、心理士、教師の

資格がある者ではなく、ひきこもりの経験

者が運営の主体となっている。筆者のこれ

までの研究から、ひきこもり経験者のみの

サポート体制の効果として、お互いの安心

感につながる、落ち着く・ほっとする、あ

りのままの自分でいられる、自分も誰かの

役に立つ・必要とされている・満たされて

いると感じることができるということが示

された 2)。ピアサポートにより、ひきこも

りの症状に改善に効果がみられると一方で、

利用者側は就職についてネガティブな義務

感に縛られ、就職したい気持ちがあったと

しても就職を避けている場合がまだ多いこ

ともわかった。 
ひきこもりの者の就職にあたっては、中

間のステップが必要である 3) ことから、筆

受付 2019.4.14 受理 2019.5.14 

〒010-8543 秋田市本道 1-1-1 
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者は次の２つの方法を検討した。第一に、

趣味を伸ばす－興味があることをスキルア

ップし、将来の仕事として考える－方法、

そして第二に責任感を伴うピアスタッフシ

ステムを導入する方法である。本研究はそ

の方法の有効性を検証し、ピアスタッフシ

ステムを導入した居場所の雰囲気をはじめ

利用者の気持ちの変化を観察した。 
 
評価方法 

「ふらっと」の経営母体は特定非営利活

動法人光 (ひ) 希 (き) 屋 (家) (や) である。

光希屋 (家) はひきこもりに明るい漢字を

あて、光と希望に満たされたひきこもりの

家といった意味合いを表現したものである。

光希屋 (家) は大仙市子供・若者総合相談セ

ンターから業務を委託され、ピアサポート

の形で 2017 年 4 月からピアスタッフ輪番

制を始めた。新たにピアスタッフ自立支援

プログラムの参加者の中から、就職意欲が

ありピアスタッフの仕事に興味を持つ者を

募集した。ピアスタッフ自立支援プログラ

ムの参加者が決めた時間に居場所に通うこ

とを条件に、開店閉店についての責任を与

え、仕事は主に居場所で一緒にいること、

相談にのること、居場所の活動を企画する

こととした。二人当番制で、お互いの時間

や業務の調整はピアスタッフ同士で行うこ

ととし、研究期間は、2017 年 4 月から 2018
年 9 月とした。ピアスタッフを含めて居場

所の利用状況、継続性や活動の概要として、

2017 年度の実施回数と利用者延べ数を整

理した。居場所を利用する利用者の内訳 
(ひきこもり当事者、家族、その他)、基本属

性 (性別、年齢)、利用目的、利用頻度、過

去における他の居場所の利用の有無、通院

の有無、統合失調症の診断の有無、ピアス

タッフの役割の有無、ひきこもり症状の発

症年齢、継続利用者 (2017 年 4 月前からの

利用)、新規利用者 (2017年4月からの利用) 
について分類した。さらに、メーリングリ

ストに登録された利用者に４問の自由記載

式のアンケート (ピアスタッフシステムの

利点、欠点、反省と提案) を実施し (2018
年 3 月に実施、アンケートの協力可否は利

用者の自由）、ピアスタッフシステムがピア

スタッフと利用者に与える影響を分析した。 
 
利用者の状況 

2017 年度 4 月から 2018 年 3 月までの利

用者実人数は総計 231 人、延べ人数 1952
人であった。その内、当事者 (実数 56：内

新規 29、延べ数 1373)、保護者 (実数 15：
内新規 12、延べ数 61)、学校関係 (実数 10：
内新規 9、延べ数 19)、一般 (実数 84：内新

規 50、延べ数 283)、業務・研修・見学・取

材関係者 (実数 66：内新規 45、延べ数 216)
であった。当事者の男女の割合はほぼ半数

ずつで、年齢構成は 10 代 (3 人)、20 代 (10
人)、30 代 (20 人)、40 代 (9 人)、50 代 (4
人)、不明 (6 人)、住所は大仙市 (26 人)、
県南地域 (横手、湯沢、六郷、仙北など) (9
人)、秋田市 (19 人)、県外 (2 人)となって

いた。 
2017年1月前から本施設に通う利用者の

うち、8 名がピアスタッフに挑戦した。そ

の中でピアスタッフと認定されたのは 7 名

であり、残り 1 名は研修スタッフとなった。

途中でやめた者は３人であった。やめた理

由としては精神状態の事情 (1 名)、自分と

合わなかったから (１名)、別の施設に就労

する準備をするため (1 名) であった。5 月

から 3 月まで続けてきたピアスタッフ 5 名

のうち、2019 年度も継続するピアスタッフ

は 3 名となった。継続しない理由としては、

1 名は住まいが遠方であるため、もう１名

は就労準備に移行するためであった。ピア

スタッフプログラムを希望した利用者は全

員がひきこもりの期間は 5 年以上であった 
(表 1)。 

当事者のうち、精神科に受診していた者

は 24 人 (43%)、そのうち 8 名が統合失調

症と診断されていた。通院していなかった

者は 15 人 (27%)、他の 17 人 (30%) につ 
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いては病歴は不明であった。継続利用者 
(27 人) の内訳は、居場所としての利用者 
(48%) が最も多く、次は元ひきこもりの利

用者 (33%)、アウトリーチやメールの相談

のみの利用者 (11%)、他支援機関と併用し

た利用者 (8%) であった。新規利用者 (29
人) の内訳は、アウトリーチやメールとカ

ウンセリング相談のみの利用者 (45%) が
最も多く、見学のみの利用者 (21%)、居場

所としての利用者 (17%)、元ひきこもりの

利用者 (10%)、他支援機関と併用した利用

者 (7%) であった。そのうち、復職した者

は 1 人、大学に進学した者は 1 人だった。 
 
自由記載式アンケート調査結果の概要 

メーリングリストに登録されていた利用

者は 35 人であった。協力した利用者は 13
人、回答率は 46.2％であった。回答者はピ

アスタッフ６人 (46.2％)、ひきこもり当事

者 5 人 (38.5％)、一般利用者 2 人 (15.4%)；
男性 8 人 (61.5％)、女性 5 人 (38.5％) で

 

 

ピアスタッ

フの役割が

ある利用者 

ピアスタッ

フの役割が

ない利用者 

ひきこもり開始時期 

不登校から 2 8 

大学・大学院 4 10 

成人 2 4 

不明 0 15 

ひきこもりを 

認めない 
0 11 

ひきこもり期間 

6ヶ月以内 0 13 

6 – 12 ヶ月 0 1 

1 – 2年 0 1 

2 – 5年 0 4 

5 – 10 年 3 3 

10 年以上 5 6 

不明 0 19 

 ピアスタッフの役割がある利用者 ピアスタッフの役割がない利用者 

利点 1. 責任感がつく 

2. 役割が得られる 

3. 賃金をもらえる 

4. 人との話す機会が増える 

5. 外出の頻度が増える 

6. 交流や悩みの共感共有ができる 

7. 心が元気になる 

8. 活動に趣味を生かす自信が持てる 

9. 人との繋がりが増える 

1. 同世代の人が多い、友達感覚 

2. 気が楽 

3. 真実を話せる 

4. 安心感が持てる 

5. 会話が楽しい 

欠点 1． 気疲れする 

2． 距離感がはかりづらい 

3． 自由時間がなくなる 

4． 時間の使い方の工夫が必要 

1. ピアスタッフの体調が特に心配 

感想 1. ピアスタッフに感謝の気持ち 

2. 刺激を受けて成長できた 

3. 自分の苦手分野を気づく 

4. 回復したように見せることをした 

5. スタッフ同士の悩み共有の大事さ 

6. 重心が低くなった 

7. 人間関係の苦労は人間らしいこと 

1． ふらっと行けるのはありがたい 

2． 安心して過ごせた 

3． ピアスタッフの仕事量が心配 

4． 他施設とのコラボや交流を望む 

5． 定期的に指導、研修が必要 

6． 理解とサポートしてくれる 

7． 共感が多く、自然でいられる 

表 1. 当事者のひきこもり経歴・時期・病歴

の構成割合 

 

 

表２．ピアスタッフシステムについて自由記述調査 
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あった。ピアスタッフと利用者が記載した

ピアスタッフシステムの利点、欠点と感想

を表２にまとめた。 
ピアスタッフシステムに関する提案には

「ピアスタッフ自身がしんどくなってしま

わないようなあり方を望む。そのため、ピ

アスタッフの気持ちの負担を和らげる工夫

が必要。」、「自分の中でピアスタッフはどん

な存在なのか考えて、自分のやりたいピア

スタッフをやれば良い」、「ピアスタッフの

サポーターが必要。二人のペアであれば

各々の意見や知恵をもっと出し合うことが

できる」などが挙げられた。 
 
まとめ 

本システムでは、利用する当事者にとっ

て対等な立場のスタッフがいることで、互

いに共感を得やすく、安心感に繋がってい

た。ピアスタッフは役割を持ち、賃金を得

ることで責任感と自信につながっていた。

利用者にとってピアスタッフシステムは、

共感と安心感から人との交流を楽しく感じ

られるようになる利点がある一方で、気遣

うことで逆に気疲れを感じてしまう欠点も

認められた。 
ひきこもりの人の中には常に気を使う人

が少なくなく、自分の気持ちを素直に表現

することができず、困難があっても口に出

せない人が多い。また、一般社会のレール

から外れた自分を恥ずかしく感じ、支援さ

れる立場ではないとの思い込みを持ってい

る人も多いため、「ふらっと」では、支援さ

れていることを感じさせないような居場所

づくりを心がけ、「支援らしくない支援」の

体制づくりに取り組み続けた。趣味や雑談

のほか、定期的に自分の状況をテーマとし

て話し合う活動を行うことで、自分の今の

気持ちは自分一人だけが感じているのもの

ではないということに気づくことができる。

同じ痛みを持っている人がそばにいること

で、お互い鏡になり、励まされるところも

あれば、そこに自己を発見することも多く

ある。自分一人ではない、一人でいる必要

もない、人との会話が楽しいということに

気づくこと、それは自らが自分の状況や気

持ちを客観的に考察することできた、とい

う“エンパワーメント”の効果が認められ

た。 
ピアスタッフも人との会話の機会が増え、

良い刺激になった。また、スタッフ同士協

力する機会が増えて、お互い苦手なところ

をフォローしあい、スタッフ間の交流で悩

みを共感し共有することで、自分と他人と

の間に存在する新しい一面に気づくことが

できた。役割が増え、その報酬を得ること

で自信を持つことができた。ピアスタッフ

システムにより、人間関係で気を使いすぎ

て疲れてひきこもり状態となった人に、何

を話さなくても良い、ありのままで自分の

ペースで時間を過ごして無理なく自分と他

の利用者と向き合いながら自分自身の成長

に繋げていくことができる場所を提供でき

た。 
一方で、ピアスタッフシステムには課題

も残る。デイケア的利用者や社交目的での

利用者も訪れるようになり、ピアスタッフ

やひきこもりの利用者の対応に苦慮する 
(話さなくてはいけない、付き合っていかな

ければならない) ジレンマが発生していた。

ひきこもりの背景のない利用者や相談者に

対しては、ピアスタッフのみの対応には困

難があると考えられる。また、ピアスタッ

フシステムの良さを追求されることで、今

まで利用者同士お互い支えあう居場所であ

ったはずが、ピアスタッフとして自分が回

復したように (実際は回復していないのに) 
見せかけ、自分の中に上下関係を作ってし

まい、利用者同士とふらっとな関係を築け

なくなる事例が見られた。また、役割と報

酬を得たことで自立に自信を持ったものの、

決められた時間に居場所に居続けることに

よって、居場所の居心地よさが義務感に変

化してしまった例や、三人のピアスタッフ

が途中で辞めてしまい、二人のピアスタッ
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フ当番制から一人当番制なったことで、気

持ちの負担を分担してくれる人がなくなり、

困難が生じた例なども見られた。利用者側

の課題では、ピアスタッフの気持ちを配慮

して相談しない場合や、あるいはピアスタ

ッフの働きを一般化して要求する場合が見

られた。全員にとってベストな形を模索し

つつ、今後も「ふらっと」の特徴を保ちな

がらピアスタッフも利用者も共に安心して

利用出来るような工夫が必要と考えられる。 
ピアスタッフシステムを改善していくた

めのいくつかの提案について述べる。まず、

ピアスタッフと利用者の安心感を保つため

に、居場所の体験や初めての利用の際は面

接等によって利用者の状況を把握できるよ

うにすることが必要である。初回面接では、

利用者のひきこもりの原因による区分を行

う (社会的ひきこもり、精神障害から生じ

たひきこもり、等)。利用者の状況やニーズ

に合わせて、居場所利用のスケジュールや

自立プログラムを作成する。ピアスタッフ

や利用者が困ったとき相談するために、居

場所にカウンセリングの時間を設けること

やその時間にひきこもりに理解のあるカウ

ンセラーを置くことも一つの工夫として提

案される。 
 
 

結 論 

ピアスタッフシステムは利用者の居場所

に対する安心感や楽しさを促進する効果が

あることがわかった。一方、ピアスタッフ

に挑戦する側にはポジティブ、ネガティブ

両面の影響があることに注意する必要があ

る。報酬と役割を発生させることで、ポジ

ティブな責任感と自信や趣味を通じた楽し

さにつながる一方で、ピアスタッフは無理

に自分を良く見せようとする場合もある。

ピアスタッフの意義およびピアスタッフシ

ステムの有効性を、ピアスタッフ自身も実

感できるようになる工夫がさらに必要であ

ると思われた。 
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会報 

 

平成 30年度 秋田県公衆衛生学会学術大会報告 

 

ごあいさつ 
 

本日は、ご多忙中にもかかわらず多数の皆様のご参加をいただきまして、誠にありが

とうございます。 

本学会は平成 10 年に発足した秋田県地域保健研究会を前身として、平成 15 年 10 月

9 日に設立されました。以降、県内の保健医療関係者、行政、学術関係者、NPO 等の幅

広い英知を結集し、学術的基盤にのっとり、地域の多様な実情を具体的に分析、議論し、

実践を促進するための活動を行っております。 

学術大会は、その時々に注目される公衆衛生上の課題について、特別講演により研鑽

を深めるとともに、この１年間における公衆衛生活動の発表の場として毎年開催してお

ります。 

今回の特別講演では、高齢者の地域生活支援のための研修活動を展開する東京都健康

長寿医療センター研究所福祉と生活ケア研究チームの研究部長である石崎達郎先生を

お迎えし、深刻な高齢化が進む本県において一層重要となる高齢者に対する保健事業に

ついてご講演いただきます。また、公衆衛生研究および活動に関する一般演題では、例

年より盛況の 10 題について発表がございます。 

本日ご参ｶﾛいただいた皆様におかれましては、新たな情報を得るだけではなく、積極

的な討議の場として、議論を深めていただきたいと存じます。学術大会を通じて、今後

の秋田県における公衆衛生学分野の更なる発展につなげていただくことを御期待申し

上げ、ごあいさつといたします。 

平成 30 年 11 月 13 日  

秋田県公衆衛生学会長 

秋田市保健所長    

  伊 藤 千 鶴  
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第 15 回 秋田県公衆衛生学会学術大会プログラム 
学会長： 伊藤千鶴 秋田市保健所長 

I. 開催概要 
1. 日 時 ： 平成 30 年 11 月 13 日（火） （午後 1:00～4:30） 
2. 会 場 ： 秋田県ゆとり生活創造センター「遊学舎」会議棟 

（秋田市上北手荒巻字堺切 24-2） 

II. プログラム 
13:00～13:05 学会長挨拶 

13:10～14:40 特別講演  座長 伊藤千鶴 秋田市保健所長 
高齢者の保健事業：保健・介護予防・医療の一体化を目指して 

    石崎達郎  東京都健康長寿医療センター研究所 研究部長 

14:40～14:50 休憩 

14:50～15:40 一般演題１  座長 野村恭子 秋田大学大学院医学系研究科 教授 
１．秋田県と全国の歩数の比較 

南園智人 
２．がん検診の継続受診に向けた取組について 

～秋田市独自の割引制度とコール・リコールの実施～ 
木曽智裕，沼倉春市，田村茉莉，工藤優香，安藤功毅，田近京子，伊藤千鶴 

３．養介護施設における看護職の高齢者虐待に関する認識 
永田美奈加, 鈴木圭子 

４．秋田県内で分離された結核菌株の VNTR 法を用いた分子疫学解析について 
髙橋志保，今野貴之，熊谷優子 

５．妊婦歯科健診の受診行動に与える要因について 
堀井美樹子，高橋ひとみ，星宮結，池田真菜香，小西まどか，古谷享子，佐々木智美 
大仙市健康福祉部健康増進センター職員一同 

15:40～16:30 一般演題２  座長 伊藤善信 秋田県健康福祉部 参事 
６．自治体職員のメンタルヘルスと職場のソーシャル・キャピタルとの関連 

髙橋ひとみ，米山奈奈子，佐々木久長 
７．都内某大学病院で正期産単胎を出産した母親の分娩後半年間の追跡調査： 

分娩後 1，3，6 か月の母親の栄養摂取状況、授乳法が与えるこどもの体重増加への 
影響 

湊隆文，野村恭子，朝倉比都美，服部綾香，平池春子，日野優子，磯島豪，児玉浩子 
８．母親の誤ったＢＭＩ認識が及ぼす産後の体重の戻りと栄養摂取状況への影響 

日置梓，野村恭子，南園佐知子，ロザリン・ヨン，朝倉比都美，服部綾香，平池春子,  

日野優子，磯島豪，児玉浩子 
９．都道府県別の人工妊娠中絶と各種指標の相関分析による人口妊娠中絶比に影響を与え

る要因の検討 
南園佐知子，煙山菜月，野村恭子，ロザリン・ヨン 

10．地域公衆衛生の現場：研究と実践の循環 － 長期ひきこもりの社会復帰に関する壁 
ロザリン・ヨン，佐々木久長 

16:30    閉会の辞
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特 別 講 演 
 

高齢者の保健事業： 

保健・介護予防・医療の一体化を目指して 

東京都健康長寿医療センター研究所 

石崎 達郎 
いしざき   たつろう 

 

講 師 略 歴 
＜学歴＞ 
1988 年 帝京大学医学部 卒業 
1992 年 帝京大学大学院医学研究科 修了・博士（医学） 
1996 年 ハーバード大学大学院 修了・Master of Public Health 
 
＜職歴＞ 
1992 年 帝京大学医学部・助手（公衆衛生学講座） 
1996 年 東京都老人総合研究所・研究員（疫学部門） 
2000 年 京都大学大学院医学研究科・助教授（医療経済学分野） 
2009 年 京都大学大学院医学研究科・准教授（健康情報学分野） 
2011 年 東京都健康長寿医療センター研究所・研究部長（福祉と生活ケア研究チーム チ

ームリーダー） 
現在、京都大学非常勤講師、帝京大学客員教授、筑波大学客員教授を兼務 
 
＜受賞歴＞ 
1994 年日本公衆衛生学会奨励賞受賞 
 
＜専門医等＞ 
日本公衆衛生学会認定公衆衛生専門家 
社会医学系指導医・専門医 
 
＜公的機関の委員等＞ 
厚生労働省 高齢者の保健事業のあり方検討ワーキンググループ構成員（2016 年～現在） 
東京都国民健康保険団体連合会 保健事業支援・評価委員会委員（2018 年～） 
東京都板橋区 地域ケア運営協議会委員（2016 年～現在） 
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講 演 要 旨 

わが国の 75 歳以上の高齢者（後期高齢者）の健康診査は、特定健康診査と基本的に同じ

内容であるため、メタボリック症候群がターゲットとなる。東京都の後期高齢者の中で平

成 25 年度に健康診査を受けた者のうち、高血圧・脂質異常症・糖尿病のいずれかについて

内服治療を受けていた者は過半数を占めていた。このことから、メタボリック症候群の一

次予防、二次予防という観点において、後期高齢者の健康診査の内容は、その目的に適っ

ているとは言い切れず、後期高齢者の身体特性に適合した健康診査が求められている。 

後期高齢者の特徴の一つに、複数の慢性疾患が併存する多病（multimorbidity）の割合が

高いことが挙げられる。多病の存在はさまざまな負のアウトカム、例えば、医療資源消費

の増加、入院リスクの増加、生活機能低下リスクの増加、医療・介護ケアの連続性低下な

どに強く関与する。 

多病は処方される薬剤数の増加につながり、その結果、後期高齢者では多剤処方

（polypharmacy）を生じやすいことはもう一つの特徴である。5 種類または 6 種類以上の内

服薬が処方されている場合を多剤処方と定義すると、厚生労働省の社会医療診療行為別調

査（平成 26 年度）では、多剤処方（内服薬に限定）となっていた処方箋の割合は、年齢階

級が上がるにつれて増加し、55～64 歳で 15％、65～74 歳は 20％、75～84 歳は 30％、そし

て、85 歳以上では 40％を占めていた。 

以上のことから、後期高齢者に対する保健事業・健康診査では、多病や多剤処方への対

応もターゲットに含まれることが必要である。そのためには、後期高齢者一人ひとりにつ

いて、疾患名や処方薬剤名に係る診療情報の全体像が把握可能となるシステム構築が求め

られる。その第一歩として、例えば、健康診査の場において、受診者の慢性疾患や処方薬

剤に関する情報を収集・統合し、健康診査の結果表に記録することは、後期高齢者の医療

全体の把握、ひいては、慢性疾患の重症化予防戦略においても、有用な情報源となりうる

ことが期待される。 

老化とは個人差の拡大であり、後期高齢者では健康状態の個人差がとても大きい。日常

生活が自立していて地域活動の盛んな者から、要介護状態で入院・入所している者まで、

幅広く存在する。後期高齢者の特性を評価する際は、疾患や処方薬剤に関する情報だけで

はなく、生活機能や認知機能の自立度の評価、フレイルや低栄養などの評価が重要である。 

生活機能・認知機能やフレイル・低栄養に対する取り組みは、介護保険制度（介護予防

事業）で実施されているが、保健事業としての対応も重要である。平成 30 年夏、厚生労働

省は保険局と老健局が合同で「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に関する有識

者会議」を立ち上げ、一体的実施に関する検討を開始した。多病や多剤処方に対する保健

事業は、かかりつけ医との連携なしにはうまく進まないため、医療も含めた「一体的対応」

が必要である。 
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１．秋田県と全国の歩数の比較 
 
南園智人 
秋田県横手保健所 
 
【目的】身体活動不足は、生活習慣病発症、高齢者の自立度低下や虚弱の危険因子である。

身体活動の中でも歩数は、多くの国民にとって日常的に測定・評価できる身体活動量の客

観的指標であり、また、健康日本 21（第二次）では歩数の増加を目標項目として設定して

いる。高齢化が進展する日本において歩くことを推奨する重要性は高いが、秋田県民の歩

数についての現状把握は十分でない。そのため、秋田県と全国の歩数を比較し、今後の研

究、健康施策に資することを目的とした。 
 
【方法】平成 28 年国民健康栄養・調査、県民健康・栄養調査の結果を用いて、性、年齢階

級別の歩数の状況、男女別の 20 歳以上の年齢調整値を算出した。年齢調整値の基準人口に

は平成 22 年日本人人口を用いた。 
 
【結果】秋田県の平均歩数が全国を上回ったのは、男性は 60 代、女性は 40 代のみで、そ

の他の年齢階級は全て全国を下回った。特に 70 歳以上では、男女ともに歩数は全国より有

意に少なかった。年齢調整値では、男性は全国より有意に少なかったが、女性では有意差

は無かった。 
 

 
 
【考察】健康長寿新ガイドラインエビデンスブック（東京都健康長寿医療センター）では

望ましい 1 日歩数として、前期高齢者では 7,000 歩、後期高齢者で 5,000 歩を提案している

が、秋田県高齢者の平均歩数はこの値を下回っている。秋田県高齢者の歩数が少ないこと

は、筋力の衰えからの身体的フレイル、人間関係や社会とのつながりが乏しい社会的フレ

イルに陥っている可能性を示唆する。秋田県は健康寿命日本一を目標に生活習慣病予防が

中心の対策を行っている。今後は、フレイルに着目した予防活動も必要と考える。 
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２．がん検診の継続受診に向けた取組について 
～秋田市独自の割引制度とコール・リコールの実施～ 

 
木曽智裕，沼倉春市，田村茉莉，工藤優香，安藤功毅，田近京子，伊藤千鶴 
秋田市保健所 
 
【目的】一生涯で日本人の約 2 人に 1 人ががんに罹患し、約 3 人に 1 人の死因ががんであ

るなど、がん対策は日本の重要課題である。そのため、各自治体においてがん検診を推進

しているところであるが、全国的にその受診率は伸び悩んでいる。その受診率の向上を主

な目的として、国は無料クーポン事業を平成 21 年度から実施した。これにより、本市にお

いても大幅に初回受診者が増加したものの、5 歳刻みの年齢を対象とした事業であることか

ら、「継続的な受診に繋がらない」という傾向が見られるようになり、早期発見のために国

が指針で定めている適切な受診間隔（年 1 回又は 2 年に 1 回）との乖離が生じてしまって

いた。そこで、より効果的、効率的に継続受診に繋げるため、「秋田市独自のがん検診割引

制度」を平成 28 年度から実施した。 
 
【対象と方法】国の指針に基づく 5 種類のがん検診のうち、肺がんを除く胃がん、大腸が

ん、子宮頸がん、乳がんの 4 検診を割引制度の対象とした。それぞれのがんについて、本

市の『罹患者が増える年代』もしくは『その手前の年代』をターゲットとし、継続受診に

繋がる受診間隔として『概ね 2 年に 1 回』を自己負担金の割引対象および受診勧奨通知の

送付対象とした。割引後の自己負担額については、低料金で受けやすいワンコイン（500 円）

をベースにした。また、1 検診 1 通知として、検診別に主体カラーを青・緑・オレンジ・ピ

ンクに色分けしたフルカラーの圧着ハガキを作成し、対象者全員に対して 6 月上旬に個別

通知（コール）し、12 月上旬には未受診の者に再度通知（リコール）した。 
 
【結果】いずれの検診も実施前より受診者数が増加した。特に、女性特有のがん検診であ

る、乳がん検診は 1.8 倍、子宮頸がん検診は 2.5 倍となり大きく増加した。受診月別では、

7 月と 2 月の受診者が他の月と比較すると 1.5～2 倍と最も多かった。 
また、胃がん検診の 2 年連続受診者数について、平成 28 年度に割引対象となった市民（50

～59 歳男女）のうち、実施前の平成 26・27 年度の連続受診は 333 人であったが、平成 28・
29 年度の連続受診は 618 人と約 2 倍となり、継続受診に繋がっている傾向も見られた。 
 
【考察】4 検診全体でも約 1.8 倍に受診者が増加するなど、一定の成果はあった。コール・

リコールについては、受診率向上に効果があると国で推奨する手法ではあるが、本市にお

いても個別通知後に受診者が増えたことから、やはり効果は高いといえる。また、自己負

担額の割引や視覚に訴えるようなフルカラーの通知は、男性よりも女性に対して効果的で

あったと考えられる。 
この取組の主たる目的は、継続受診に繋げることであることから、長期に渡って実績を

みていく必要がある。したがって、今後も短期の事業評価を繰り返しながら、適宜、取組

の改善に努めていくことが重要である。 
また、割引対象以降の年代になった際に、割高感を覚えて受診を控えたり、個別通知が

届かないことで受診しなくなる市民が少なからずいると思われることから、その対策につ

いても検討していく必要があると考える。 



秋田県公衆衛生学雑誌 第１５巻 第１号 2019年 5月 

38 
 

３．養介護施設における看護職の高齢者虐待に関する認識 
 
永田美奈加，鈴木圭子 
秋田大学大学院医学系研究科保健学専攻 
 
【目的】厚生労働省の報告では、看護職を含む養介護施設従業者等による高齢者虐待の相

談・通報件数は、平成 23 年度 687 件から平成 28 年度には 1,723 件と増加している。虐待行

為が行われていても虐待と意識されない事例も存在することから、高齢者虐待は多く潜在

している可能性がある。養介護施設の看護職の高齢者虐待については、その報告自体が少

なく、十分に状況が把握されているとはいえない。そこで、養介護施設に勤務する看護職

の高齢者虐待への認識について調査を行ったので報告する。 
 
【方法】A 県養介護施設 529 施設の看護職を対象とした無記名の質問紙調査。各施設管理者

に文書にて調査への協力と看護職への調査票配布を依頼した。310 の回答（回収率 58.6%）

のうち、回答に不備のない 284（53.7%）を分析対象とした。調査内容は、1) 高齢者虐待の

認識として、①虐待に該当する行為の経験の有無と内容（自由記述）、②日常的ケア場面 15
項目における虐待の判断（「虐待である・虐待かもしれない・虐待とは考えにくい」で回答，

高齢者の権利擁護や虐待防止研修で使用されているチェックリストの一部）。2) 基本属性と

した。自由記述は、意味内容の類似性に基づき、カテゴリー化した。本研究は所属機関の

倫理審査を受け実施した。 
 
【結果】分析対象者は、女性 91.2％、看護職経験 20 年以上 65.5％であった。虐待に該当す

る行為の経験があると回答した者は約 3 割で、具体的内容は、心理的虐待（32 件）、身体的

虐待（30 件）、介護・世話の放棄・放任（11 件）、性的虐待（1 件）の順に多く、その他、

虐待ではないが不適切な行為と認識している行為（11 件）が挙げられた。日常的ケア場面

について、100%虐待であると判断した項目はなかった。7 割が虐待であると判断したのは、

利用者への否定的態度や私物を取りあげる・金銭要求等の経済的虐待に該当する項目であ

った。約 2 割が虐待とは考えにくいと判断したのは、利用者に友達感覚で接する、異性職

員によるケア、声をかけずに居室に入る・介助を行う等の心理的虐待に該当する項目であ

った。 
 
【考察】対象者の 3 割が虐待に該当する行為の経験があると認識しており、心理的・身体

的虐待が多かった。日常的ケア場面における虐待の判断については、心理的虐待に該当す

る項目への認識が低かった。虐待の背景には個人の職業倫理や組織的な合意等、複雑な要

因がある。高齢者虐待防止への意識を高めるために、基礎教育や現場での継続的な教育の

必要性が示唆された。 
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４．秋田県内で分離された結核菌株の VNTR 法を用いた分子疫学解析について 
 
髙橋志保，今野貴之，熊谷優子 
秋田県健康環境センター 保健衛生部 
 
【目的】厚生労働省は、2020 年までに日本の結核罹患率を人口 10 万人あたり 10 以下とす

ることを目指している。結核統計によると、平成 28 年の結核罹患率は 13.9 で、徐々に欧米

諸国の水準に近づきつつある。都道府県別で見ると、秋田県は平成 25 年には 10.3 であった

が、平成 28 年は 8.5 となっており、全国で 4 番目の低まん延県である。しかしながら、高

齢化が進んでいる本県では、平成 28 年の新登録結核患者中 65 歳以上が占める割合は 84.9%
と高く、高齢者の場合、過去に受けた感染が内因性再燃により発症することもあるため、

患者の発生は今後も継続することが想定される。その際、早期の受診や診断のほか、分離

された菌株の分子疫学解析を実施することで迅速に関連性を見いだすことが、新たな患者

の発生を抑えることにつながると考えられる。 
各保健所管内で登録された結核患者から分離された結核菌株について分子疫学解析を行

うことは、疫学調査から得られた情報に菌株そのものの遺伝子型という科学的根拠を付与

し、感染源や伝播経路を推定するのに役立つ可能性がある。さらに、データを蓄積するこ

とにより、県内における流行状況の把握につながることが期待される。 
今回は、当センターで実施している分子疫学解析から明らかとなった県内の結核菌の系

統的な特徴と、解析上の注意点について報告する。 

【対象および方法】平成 25 年 7 月から施行された秋田県結核菌分子疫学調査実施要領に基

づき、秋田県各保健所管内で登録された結核患者から分離され、平成 25 年 7 月から平成 29
年 3 月までに受領した結核菌株 269 株を対象に、結核菌遺伝子中の反復配列多型 (Variable 
number of tandem repeat：VNTR) 解析を行った。 
結核菌 DNA は、QIAamp DNA Micro Kit を用いて抽出した。VNTR 解析は、前田ら（2008）

が報告した VNTR 分析法に従った。Japan Anti-Tuberculosis Association (JATA) (12) -VNTR 分

析法によりプロファイルが一致した場合は、JATA (15) -VNTR 解析に該当する残りの 3 領域

と、超可変(Hypervariable：HV) 領域（3 領域）の解析を行った。さらに、Seto, et al.(2015)
の方法に従い、最大事後確率推定法による遺伝系統解析を行い、遺伝系統を推定した。ま

た、プロファイルが全領域一致した菌株同士を同一クラスターとし、JATA (12)、JATA (15)、
JATA (15)＋HV 領域それぞれでのクラスター形成率を比較した。 

【結果と考察】269 株中でプロファイルが一致したのは、JATA (12) -VNTR 法では 78 株 29
組 (29.0%) であった。また、遺伝系統解析の結果から、北京型が 183 株 (68.0%)、非北京

型が 86 株(32.0%) であった。北京型株を系統分類すると、新興型が 34 株 (18.6%)、祖先型

が 149 株 (81.4%)であり、祖先型はさらに 4 つの遺伝系統に分類され、ST3、STK、ST25/19、
ST11/26 の順に多かった。 
クラスター形成率の比較を行ったところ、JATA (15) -VNTR 法では 58 株 22 組 (21.6%)、

JATA (15) -VNTR＋HV 法では 23 株 11 組 (8.6%) であった。解析する領域を追加することで

クラスター形成率が減少し、識別能が高くなった。さらに、遺伝系統ごとの各 VNTR 法の

クラスター形成率を比較すると、北京型では 32.2%から 5.5%に大きく減少したが、非北京

型は JATA (15) -VNTR 法ではまったく変わらず、HV 領域での違いのみで、それほど減少し

なかった。 
今回の解析から、JATA (12) -VNTR 法で一致するプロファイルが得られた場合には、解析

領域を追加することで、関連性の有無を推定するのに役立つデータが得られることがわか

った。 
今後も、管轄する保健所の結核担当者と連携し、解析結果を感染経路の解明につなげて

いきたい。 
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５．妊婦歯科健診の受診行動に与える要因について 
 
堀井美樹子，高橋ひとみ，星宮結，池田真菜香，小西まどか，古谷享子，佐々木智美， 
大仙市健康福祉部健康増進センター職員一同 
大仙市健康福祉部健康増進センター 
 
【目的】母子歯科保健対策の入り口である妊婦歯科健診について、健診の必要性の認識が

受診行動に与える要因を明らかにすることを目的とした。 
 
【対象と方法】大仙市のこんにちは赤ちゃん訪問対象（産後 2 か月頃）の産婦に、訪問時

に口頭で趣旨説明を行い、同意が得られた産婦に調査票の記入をお願いした。調査内容は、

児の出生体重・出生順位・妊娠期間・妊婦歯科健診の必要性の認識、妊婦歯科健診の受診

者には「受けるきっかけ（11 項目）」、未受診者には「どんな働きかけがあれば受けたと思

うか（6 項目）」とした。受診の有無と児の出生体重・出生順位・妊娠期間・妊婦歯科健診

の必要性の認識、更に、妊婦歯科健診の必要性の認識と受診者の受けるきっかけ・未受診

者への働きかけの各項目でロジスティック回帰分析を行い、受診や健診の必要性の認識と

の関連を分析した。 
 
【結果】訪問対象者 235 名に調査依頼し 217 名から回答が得られた（回収率 92.3%）。ロジ

スティック回帰分析の結果、受診に関連している要因は「初産」に対し「経産 (OR=2.03、
95%CI=1.07-3.38) 」、健診の必要性の認識が「ある」に対し「ない  (OR=5.43 、

95%CI=2.72-10.86)」で、経産と健診の必要性の認識がない場合、歯科健診を受診しない傾

向にあった。健診の必要性の認識はなかったが妊婦歯科健診を受診したきっかけでは、妊

娠前からむし歯があり受診しようと思っていたとの回答「なし」に対し「あり (OR=6.92、
95%CI=1.39-24.74)」で、妊娠前からむし歯があり歯科受診しようと思っていた場合、健診

の必要性の認識がなくても妊婦歯科健診を受診する傾向にあった。健診の必要性の認識が

なかったがどんな働きかけがあれば妊婦歯科健診を受診したかでは、妊娠中はホルモンの

関係でむし歯や歯周病になりやすいという回答「なし」に対し「あり  (OR=0.27、
95%CI=0.08-0.90)」、妊婦健診時に産科医や助産師からの勧めに回答「なし」に対し「あり 
(OR=5.57、95%CI=1.79-17.33)」で、妊婦歯科健診を受診しなかったが健診の必要性の認識

がある場合「妊娠中はホルモンの関係で虫歯になりやすいという説明」、認識がない場合「妊

婦健診時に産科医や助産師からのお勧め」が影響していた。 
 
【考察と結論】妊婦歯科健診の受診と、児の出生体重、妊娠期間との関連はなく、出生順

位（初産･経産）と受診の必要性の認識が関連していることから、個々の妊婦の特性を把握

することが重要となる。更に認識の違いによる受診のきっかけや働きかけが異なったこと

から、個々の認識をアセスメントし、個に応じた支援をすることの重要性が示唆された。「妊

娠」は女性のライフイベントの大きな節目であり、母子保健対策の入り口である母子健康

手帳交付時の妊婦相談は、口腔衛生をふくめた自身の健康の振り返りと向上、将来の子の

口腔衛生、健康について考える機会として重要であると考える。 
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６．自治体職員のメンタルヘルスと職場のソーシャル・キャピタルとの関連 
 
髙橋ひとみ1，米山奈奈子2，佐々木久長2 

1 大仙市健康福祉部健康増進センター，2 秋田大学大学院医学系研究科保健学専攻 
 
【目的】自治体職員のメンタルヘルスの実態を明らかにし、職場のソーシャル・キャピタ

ル（以下 SC）や労働環境が与える影響を検証することを目的とした。 
 
【対象・方法】対象は A 県内自治体の長宛に研究趣旨説明及び調査協力依頼を行い、協力

が得られた 2 つの自治体に職場を通して調査票を配布し、調査協力者（課長級以下）から

郵送法で個別回収した。調査内容は属性、職業性ストレス簡易調査票、職場の SC、職場の

健康管理、職場の人とのつながり、そして職場に対する思い・仕事と家庭の満足度に関す

る項目である。職業性ストレス簡易調査票のストレス判定結果と職場の SC 得点を

Mann-Whitney の U 検定で差を比較した。また、性別や年齢の影響を調整し、「ストレス判

定結果」と「職場の健康管理」「職場の人とのつながり」「職場に対する思い・仕事と家

庭の満足度」の 3 つの枠組でロジスティック回帰分析を行い、ストレス判定と個人･職員間･

職場全体との関連を分析した。 
 
【結果】1,031 名から回答が得られ、有効回答数は 932 名（有効回答率 63.5%）で、高スト

レス者 8.9%、低ストレス者 9.0%であった。ストレス判定（高ストレス者とそれ以外、低ス

トレス者とそれ以外）と職場の SC 得点の比較では、下位項目の「職場の一体感」「職場で

の協調」「上司の公正な態度」全てにおいて高ストレス者が低く、低ストレス者が高かっ

た。ロジスティック回帰分析の結果、高ストレス者と低ストレス者の両方に関連していた

項目は「職場の人に相談できる/できない」「仕事以外の付き合いある/ない」「仕事満足度

ある/ない」であった（いずれも低ストレス者は肯定的な関連）。高ストレス者にのみ関連

していたのは「労働安全衛生規定の認知度（知らない・知っているが見てない）」「相談

窓口（ない）」「飲み会や食事会（ない）」「職場への愛着（ない）」「職場の人への信

頼（ない）」であった。低ストレス者のみに関連していたのは「年齢（50 歳以上）」「家

庭満足度（ある）」であった。 
 
【考察・結論】自治体職員では約 1 割の高ストレス者がおり、職場の SC や人間関係、そし

て職場や家庭状況が影響していた。高・低ストレス者とも属性との関連はなく、各職場に

高ストレス者は一定数おり、個人のメンタルヘルス不調のリスクを低減するため、自治体

の特性にあった対策の実践が求められる。職場の SC に焦点を当てたメンタルヘルス対策に

加え、職場の人への相談・職場の人とのゆるやかなつながりと、仕事・家庭満足度の向上

につながる職場環境整備が、職場のメンタルヘルスを向上させる可能性がある。 
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７．都内某大学病院で正期産単胎を出産した母親の分娩後半年間の追跡調査： 
分娩後 1，3，6 か月の母親の栄養摂取状況、授乳法が与えるこどもの体重増

加への影響 
 
湊隆文 1，野村恭子 1，朝倉比都美 2，服部綾香 2，平池春子 3，日野優子 4，磯島豪 4，児玉

浩子 5 
1 秋田大学医学部公衆衛生学講座，2 帝京大学医学部附属病院栄養部，3 帝京大学医学部産

婦人科学講座，4 帝京大学医学部小児科学講座，5 帝京平成大学健康メディカル学部健康栄

養学科 
 
【目的】本研究では妊婦のやせが問題視されている中で、分娩後のこどもの体重増加量と

母親の栄養摂取状況, 母乳栄養割合との間に相違があるかを検討することを目的とした。 

 
【対象と方法】2016 年 7 月 20 日から 2017 年 12 月 31 日までに、帝京大学附属病院産婦人

科（東京都、板橋区）で単胎を出産した母親に調査協力を求めた。分娩後約 1 か月、3 か月、

6 か月の時点における母親の栄養摂取状況を食物摂取頻度調査（Food Frequency 
Questionnaire:FFQ）を用いて評価した。母親の基礎属性、母子の体重、授乳法、生活習慣歴

等を分娩後 1 か月、3 か月、6 か月時点で自記式質問票にて尋ねた。本研究集団と国民健康

栄養調査の比較、分娩後のこどもの体重増加量と母親の栄養摂取状況の解析に t 検定を用い、

分娩後のこどもの体重増加量と母乳栄養との関係の解析に χ二乗検定、Fisher の正確検定を

用いた。統計ソフト SAS を用い、有意水準を 5％とした。 

 
【結果】本調査で同意を得た 129 名の中で解析対象集団としたのは、分娩後 1 か月、3 か月、

6 か月で、それぞれ 84 人、57 人、48 人である。対象者の平均年齢は 34 歳、1 か月後の平

均 BMI 値は 21.8 (kg/m2)、1 か月後時点での BMI が 18.5 未満のやせ群は全体の 9％であっ

た。自記式質問票の結果を解析したところ、子供の体重増加は出生後 1 か月、3 か月、6 か

月でそれぞれ、1.1kg、3.7kg、4.4kg であった。また、国民健康栄養調査による授乳婦と食

物摂取頻度調査による本研究集団の栄養摂取状況を比較検討したところ、本研究集団の分

娩後 1 か月、3 か月、6 か月すべてにおいて、脂質とカルシウムの摂取が有意に多かった。

さらに、出生後 1 か月、3 か月、6 か月において子供の体重増加が集団の 25 パーセンタイ

ル未満の群と、25 パーセンタイル以上の群に分け、その母親の栄養摂取状況, 母乳栄養割

合の相違を調べたところ、6 か月の人工乳を与えた群においては母乳を与えた群に比して、

こどもの体重が有意に増加し、それ以外の項目においては有意な差はみられなかった。 

 
【考察】子供の体重増加量と母親の栄養摂取状況との間に有意な関係はみられなかった。 
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８．母親の誤った BMI 認識が及ぼす産後の体重の戻りと栄養摂取状況への影響 
 
日置梓 1，野村恭子 1，南園佐知子 1，ロザリン・ヨン 1，朝倉比都美 2，服部綾香 2，平池春

子 3，日野優子 4，磯島豪 4，児玉浩子 5 
1 秋田大学医学部公衆衛生学講座，2 帝京大学医学部附属病院栄養部，3 帝京大学医学部産

婦人科学講座，4 帝京大学医学部小児科学講座，5 帝京平成大学健康メディカル学部健康栄

養学科 
 
【目的】本研究では、妊婦のやせが問題視されている中、分娩後 1 か月、3 か月時点におけ

る母親の体重に関しての認識と実際の BMI における体重との間に相違があるかを検討する。

そして、母親の BMI 認識の正誤が及ぼす、産後の体重の戻りのスピードや栄養摂取状況へ

の影響を検討する。 

 
【対象と方法】2016 年 7 月から 2017 年 12 月までに、帝京大学附属病院産婦人科において

正期産で単胎を出産した母親に調査協力を求めた。分娩約 1 か月後、3 か月後の時点におけ

る母親の栄養摂取状況を食物摂取頻度調査 (Food Frequency Questionnaire:FFQ) を用いて評

価した。母親の基礎属性、体重を分娩後 1 か月、3 か月時点で自記式質問票にて尋ねた。本

研究では BMI 値に関して日本人女性の平均 BMI を考慮し、やせ群 (BMI<18.5)、標準体重

群 (18.5≦BMI＜23)、過体重・肥満群 (23≦BMI) の 3 群に定義、分類する。母親の BMI 認
識の正誤について、やせ群及び標準体重群に属する者のうち、太っていると認識している

群を BMI 誤認識群、認識していない群を BMI 正認識群と定義した。BMI 認識の正誤と産後

の体重の戻り、栄養摂取状況との有意差をカイ二乗検定を用いて行った。統計ソフトは SAS 
(version 9.4 for windows ; SAS, Cary, NC, USA) を用い、有意水準を 5％とした。 

 
【結果】本調査で同意を得た 129 名のうち、分娩後 1 か月、3 か月で、それぞれ 62 人、41
人が解析対象集団となった。1 か月後時点における BMI 誤認識群は 43 名 (69%)、正認識群

は 19 名 (31%)、3 か月後時点ではそれぞれ 21 名 (51%) と 20 名 (49%) であった。BMI 認
識の正誤と、産後の体重の戻りに関して 1 か月後時点でのみ、BMI 誤認識群は正認識群に

比べて、産後の体重の戻りが多かった（中央値 2.4 (1.1, 3.6 ) vs. 中央値 1.5 (0.4, 2.4), p= 
0.024）。また栄養摂取状況においては、1 か月後、3 か月後時点ともに、BMI 誤認識群は BMI
正認識群に比べて、多くの栄養素の摂取量が少なかった。 

 
【結論】母親の自分の体重に対する誤った認識があると、食事の摂取量が少なくなる傾向

が認められた。 
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９．都道府県別の人工妊娠中絶と各種指標の相関分析による人口妊娠中絶比に

影響を与える要因の検討 
 
南園佐知子 1，煙山菜月 2，野村恭子 1，ロザリン・ヨン 1 
1 秋田大学大学院医学系研究科公衆衛生学講座，2 秋田大学医学部医学科 
 
【目的】日本の人工妊娠中絶件数は、1955 年をピークに減少を続けてきたものの、いまだ

に中絶に対する決定的な対策に欠いているのが現実で、若年層の中絶、中絶のリピーター

など様々な問題を抱えている。中絶率を低下させるためには、中絶の現状を分析し、女性

のニーズを把握することが重要である。本研究では、中絶の現状把握を目的に地域別・年

代別の人口妊娠中絶率に重要な影響を与える要因を検討することを目的とした。 

 
【方法】衛生行政報告例より人工妊娠中絶件数を年齢 6 階級別に出生数で割った人工妊娠

中絶比を用いて年次推移集計した。平成 28 年の人工妊娠中絶比と各種指標（進学率、年代

別進学率、人口 10 万人対産科・産婦人科医師数、所定内労働時間数、1 人あたり県民所得、

所定内給与額、地域別最低賃金、ジニ係数、第一次産業就業者割合、第二次産業就業者割

合、第三次産業就業者割合、妊娠 11 週以内の妊娠届け出割合）との相関を調べ、人工妊娠

中絶に影響を与える指標について考察を行った。 

 
【結果】都道府県別の年齢調整中絶率は、東京や大阪など人口密度が高い地域だけでなく、

鳥取県、熊本県なども高かった。人工妊娠中絶比の推移をみると 20 代・30 代を除く年代で

減少傾向にあるも、19 歳以下の妊娠中絶比は他の年代と比較してもまだ高かった。人工妊

娠中絶比を 19 歳以下、20 - 24 歳、25 - 39 歳、40 歳以上の 4 階級に分けて、各種指標との相

関を調べた結果、20 -24 歳では、進学率と有意な正の相関が見られたが、25 - 39 歳、40 歳

以上では進学率と有意な負の相関が見られた。また、経済的な指標（所定内給与額や地域

別最低賃金）についても進学率と同様に 20 - 24 歳で有意な正の相関、25 - 39 歳、40 歳以上

で有意な負の相関が見られた。出産に関わる指標としては、25 - 39 歳では、妊娠 11 週以内

での届け出割合と負の相関がみられた。 

 
【考察】人口妊娠中絶比は、年代別・地域別に異なっていることが明らかとなった。また、

年代別相関分析結果より、20 - 24 歳では学業や仕事の両立を充実させる支援、25 - 39 歳、

40 歳以上では経済的な要因が大きく関わっている可能性があり、妊娠出産だけでなく子育

てへの支援の強化の必要があると考えた。また、秋田県では、19 歳以下の人工妊娠中絶比

が他の年代や他県と比較して高く、若年者への教育の強化の必要性が考えられた。 



秋田県公衆衛生学雑誌 第１５巻 第１号 2019年 5月 

45 
 

１０．地域公衆衛生の現場： 
研究と実践の循環 － 長期ひきこもりの社会復帰に関する壁 

 
ロザリン・ヨン 1，佐々木久長 2 
1 秋田大学大学院医学系研究科公衆衛生学講座，2 秋田大学大学院医学系研究科基礎看護学

講座 
 

本研究では、公衆衛生学の視点で、居場所つくりの大切さを検討し、長期ひきこもりの

社会復帰に関する壁を報告する。筆者は平成 18 年からひきこもりの研究を着手し、当事者

と家族の視点で質的研究を行ってきた。ひきこもりは家庭・社会・医療・福祉を交織した

社会現象であり、介入を及び予防とも公衆衛生のアプローチが最適と考える。また、当事

者のニーズや希望を合わせた介入が有効と考えられる。研究から得られた知見を用いて現

場に実践し、平成 25 年から大仙市に当事者とともに居場所を作り、愛称は「ふらっと」と

する。気楽にいつでも立ち寄れる、縦割り関係なし、同じ屋根の下に共存し、マイナーの

キーで心に響く曲を弾かれる、四つの意味である。平成 29 年度では、居場所を利用したひ

きこもりの当事者は 56 名、年齢は 17 - 48 歳、ひきこもり期間 6 - 20 年。そのうち、年間 4
回以上居場所を利用した者は 32 名、進学や就職（バイトを含む）した者は 10 名であった。

居場所の運営は当事者の自主性を大事にするピアコンセプトを用いた。今回の発表では、

ピアサポートの効果を検討し、また長期ひきこもりの社会復帰に関する壁を考察する。 
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（50 音順、敬称略）

秋田県公衆衛生学会会費について 
秋田県公衆衛生学会の会費は、4 月 1 日より翌年 3 月 31 日まで、以下のとおりです。 

A 会員（団体会員）1 口 10,000 円 
B 会員（個人会員）1000 円 

(振込先)  郵便振替の場合 記号 18670 番号 16557901 
銀行振込の場合 銀行名：ゆうちょ銀行

店名：868（ハチロクハチ）店番：868 
口座番号：普通 1655790 
口座名義：アキタケンコウシュウエイセイガッカイ

（平成30年7月1日現在）

所 属 役　職

監　事 石川　隆志 秋田大学大学院医学系研究科保健学専攻 教　授

学会長 伊藤　千鶴 秋田市保健所 所　長

伊藤　善信 秋田県健康福祉部 参　事

工藤　聖子 秋田県健康福祉部　保健・疾病対策課 課　長

佐藤　浩 秋田県歯科医師会 理　事

佐藤　廣道 秋田県健康環境センター 所　長

佐藤　道子 秋田県看護協会 副会長

鈴木　明文 秋田県医師会 常任理事

鈴木　圭子 秋田大学大学院医学系研究科保健学専攻 教　授

永井　伸彦 山本地域振興局福祉環境部 部　長

南部　泰士 日本赤十字秋田看護大学 准教授

野村　恭子 秋田大学大学院医学系研究科医学専攻 教　授

保坂　学 秋田県健康福祉部 部　長

編集委員長 村田　勝敬 秋田大学大学院医学系研究科医学専攻 教　授

安田　哲弘 秋田県薬剤師会 専務理事

平成30年度　秋田県公衆衛生学会　世話人名簿

氏 名
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秋田県公衆衛生学会運営要項 

第一条 本会は秋田県公衆衛生学会（Akita Society for Public Health）と称する。 

第二条 本会は秋田県の公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

第三条 本会は前条の目的達成のために次の事業を行う。 

 1. 学術大会、セミナー等の開催 

 2. 会員間の相互交流 

 3. その他本会の目的達成に必要な事業 

第四条 本会の目的に賛同する個人は誰でも会員になることができ、学術大会に発表し討

議に参加することができる。 

第五条 本会の運営に関して必要な事項を討議するため学会世話人を置く。 

第六条 学会世話人会は秋田県内の公衆衛生・医療分野の関係者、秋田県の衛生行政担当

者、国の厚生労働行政経験者、学識経験者等から成る若干名の者で構成する。 

第七条 学会世話人の任務を次のように定める。 

 1. 学会世話人は世話人会に出席し、本会の運営に必要な事項を討議する。 

 2. 学会世話人の任期は２年とし、再任を妨げない。 

 3. 学会世話人会は原則として年１回、学術大会開催に際して招集される。 

 4. 学会長は学会世話人会において決定する。 

第八条 学会長はその年の学術大会の運営及び諸般の事項を担当する。学会世話人会議長

は学会長が担当する。 

第九条 学術大会は原則として年１回開催される。学術大会では会員の研究発表と討議を

行う。 

第十条 必要に応じて、セミナー等を行うことができるが、本会の名において行われるセ

ミナー等は学会世話人会の承認を受けなければならない。 

第十一条 本会は学術大会やセミナー等の開催にあたって、必要な経費を参加費として徴

収することができる。 

第十二条 本会の事務局の所在は、秋田大学大学院医学系研究科環境保健学講座に置く。 

 

附則 本運営要項は平成 15 年 10 月 9 日より発効する。 

 

平成 20 年 6 月 9 日改正 

平成 22 年 6 月 4 日改正 

平成 28 年 7 月 25 日改正 
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秋田県公衆衛生学会運営要項細則 
（会員） 
第一条 会員の種別は次のとおりとする。 

１． A 会員は、この学会の趣旨に賛同する団体を対象とした会員である。 
２． B 会員は、この学会の趣旨に賛同する個人を対象とした会員である。 

（年会費） 

第二条 会員の年会費は次のように定める。 
１． A 会員の年会費は一口 10,000 円で一口以上とする。一口につき、１名が学術大会

に参加し、学会誌３部の配布を受けることができる。 

２． B 会員の年会費は 1,000 円とする。B 会員は学術大会に参加し、学会誌１部の配

布を受けることができる。 
３． 会費を滞納した者に対しては２年間，案内などの送付を継続するが，学会誌は送

付しない。 
（学術学会の参加費） 
第三条 学術大会の参加費は 500 円とする。 

（会計年度） 
第四条 学会の会計年度は 4 月 1 日から翌年の 3 月 31 日までとする。 
（監事の選任） 

第五条 学会世話人会の中に監事１名を置く。監事の職務は、学会の財産の状況を監査す

ること、学会世話人の業務執行の状況を監査することである。 
（編集委員会） 

第六条 本学会に秋田県公衆衛生学雑誌を編集するために編集委員会を置く。 
第七条 編集委員会の任務は次の事項とする。 

１． 投稿原稿の査読結果の検討および採否の決定 

２． 投稿原稿の依頼 
３． 投稿規定の作成 
４． その他編集に関すること 

第八条 編集委員会の組織・構成は編集委員長１名ならびに編集委員１０名以内とする。

編集委員長は学会世話人会の議を経て、学会世話人会が委嘱する。編集委員長お

よび編集委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

第九条 編集委員会は年１回以上開催する。 
（付則） 
本細則は、平成 16 年 7 月 10 日より施行する。 

 
平成 18 年 6 月 9 日改正 
平成 20 年 6 月 9 日改正 

平成 30 年 7 月 20 日改正 
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秋田県公衆衛生学雑誌投稿規程 
 

１．秋田県公衆衛生学雑誌は秋田県公衆衛生学会の機関誌であり、公衆衛生全般にわたる

総説、原著論文、短報、報告、その他の投稿を受け付けます。  

1) 総説： 公衆衛生に関する諸問題を客観的な資料・考察に基づいて広い視点から論 
     じたもの。 
 
2) 原著論文： 独創性のある理論的または実証的な研究で、完成度の高いもの。 
 
3) 短報： 独創性、緊急性のある萌芽的研究で、発展性の期待できる研究を手短にま 
      とめたもの。 
 
4) 報告： 公衆衛生活動に役立つ実践報告や事例報告など 

5) その他： 論壇、随想、意見など編集委員会で必要性を認めたもの。 

２．原稿は邦文でも英文のいずれも受け付けます。 

３．投稿論文は未発表・未掲載のものとします。 

４．ヒトおよび動物を対象にした研究論文は、1975 年のヘルシンキ宣言（2000 年修正）の

方針に従い、必要な手続きを踏まえたものとしてください。 

５．投稿原稿の査読、採否および掲載順序などは編集委員会において決定し、編集委員長

の名で著者に連絡します。 

６．原則として、投稿原稿は別に定める「執筆要項」に従って下さい。 

７．投稿原稿は、秋田県公衆衛生学雑誌編集委員会宛に送付して下さい。また、書面に総

説、原著、短報、報告、その他のいずれのカテゴリーとして投稿するのかを明記して

下さい。 

８．掲載された現行の著作権は秋田県公衆衛生学会に属します。ただし、執筆者が使用す

る場合、本会の承諾を必要としません。冊子体刊行後，電子化および公開を行います。

原稿中に他の著作権者による図版、写真、記事等がある場合はその著作権者に電子化

公開の許可を得てください。 

９．投稿先 
   秋田県公衆衛生学雑誌編集委員会事務局 

秋田大学大学院医学系研究科環境保健学講座内 
  〒010-8543 秋田市本道１－１－１ 
  (E-mail) hygiene@med.akita-u.ac.jp 
  (TEL) 018-884-6085  (FAX) 018-836-2608 



秋田県公衆衛生学雑誌 第１５巻 第１号 2019年 5月 

50 
 

 
執 筆 要 項 

 

１．原稿はワープロソフトを用い、A4 版、横書き、新かな使い、常用漢字の明朝体で記載

する。句読点および括弧は一字とする。ワープロソフトはワード等の Windows 系のソ

フトで送付すること。段組など特別な書式は用いないこと。 
２．外国語の人名、地名、学名はカタカナでもよい。 
３．和文・英文のいずれの原稿でも、氏名、所属、連絡先を英文でも記載する。原著論文

の場合には緒言（Introduction）、方法（Methods）、結果（Results）、考察（Discussion）
として見出しをつけて記載すること。 

４．原稿の１頁目には、表題、著者名、所属機関名、別刷請求先、連絡先住所、表および

図の数などを記載すること。 
５．図表は必要最小限にとどめること。図は白黒とする。図表は不都合なときには、使用

ソフトなどについて編集委員会がその都度指示する。図説明文は別頁とする。 
６．本雑誌の単位符号は原則として SI 単位を用いる。（JIS Z8203 参照） 
  例：長さ、面積、体積  km, m２, cm３ 
７．引用文献は引用順，肩括弧数字（1)，2,3-5)など）とし、末尾文献表の番号を両括弧数字

で記す。 
 雑誌の場合、全著者名 (7 名以上の場合は 6 名まで記し、以下は英文の場合 et al.、日

本語の場合 他. とする). 表題. 雑誌名 年号; 巻数: 頁-頁. の順に記す。 
(1) 田島静, 千々和勝己. 初夏に某小学校で発生した小型球形ウイルス（SRSV）による

集団食中毒事例. 日本公衆衛生雑誌 2003; 50: 225-233. 
(2) Adamson J, Hunt K, Ebrahim S. Socioeconomic position, occupational exposures, 

and gender: the relation with locomotor disability in early old age. J Epidemiol 
Community Health 2003; 57: 453-455. 

単行本の場合、編・著者名．書籍名．所在地: 発行所, 発行年: 頁．の順に記す。 
引用頁は全般的な引用の場合には省略することができる。 
(3) 川上剛,藤本瞭一,矢野友三郎．ISO 労働安全・衛生マネジメント規格．東京: 日刊

工業新聞社, 1998. 
(4) Detels R, McEwen J, Beaglehole R, Tanaka H. Oxford Textbook of Public Health.  

The Scope of Public Health. Fourth Edition. Oxford: Oxford University Press, 
2002. 

(5) 川村治子. リスクマネジメント. 高野健人他編, 社会医学事典. 東京: 朝倉書店. 
2002; 98-99. 

(6) Detels R, Breslow. Current scope and concerns in public health. In: Detels R, 
McEwen J, Beaglehole R, Tanaka H. Oxford Textbook of Public Health. The 
Scope of Public Health. Fourth Edition. Oxford: Oxford University Press, 2002; 
3-20. 
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